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訪問系サービスについて 
障害保健福祉関係主管課長会議資料より（平成２９年３月８日開催） 

 

●サービス提供責任者の資格要件について 

  訪問系サービスにおけるサービス提供責任者の要件の１つである「居宅介護職員初

任者研修課程修了者であって実務経験３年以上」については、「暫定的な要件」とさ

れているとともに、介護保険における訪問介護では、平成 27年度より報酬上 30％減

算の取扱いとしているところであり、サービス提供責任者の資質の向上を図る観点か

ら、早期に実務者研修を受講させ、又は介護福祉士の資格を取得させるよう努めなけ

ればならないものであること。 

  なお、サービス提供責任者の「居宅介護職員初任者研修課程修了者であって実務経

験３年以上」の要件については、次期報酬改定において、各事業所における配置状況

を踏まえ、見直す方向で検討することを予定している。 

 

●ヘルパー３級の要件について 
  訪問系サービスにおけるヘルパーの要件の１つであるいわゆる３級ヘルパーにつ

いては、介護保険における訪問介護では、平成 21年度より報酬上の評価を廃止した

ところであるが、障害福祉の訪問系サービスにおける３級ヘルパーに関する取扱いに

ついては、知的・精神障害者が本研修を修了し、指定障害福祉サービス事業所等の従

業者として従事している例があること等に鑑み、現在でも従事可能としている。しか

しながら、ヘルパーの資質向上を図るためにも、居宅介護職員初任者研修の受講を促

進すること。 

  なお、いわゆる３級ヘルパーの要件については、次期報酬改定において、各事業所

における配置状況を踏まえ、見直す方向で検討することを予定している。 

 

●入院中の医療機関からの外出・外泊時における同行援護等の取扱いについて 
  「入院中の医療機関からの外出・外泊時における同行援護等の取扱いについて」（平

成 28年 6月 28日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害保健福祉課長通知）

において、同行援護、行動援護及び重度訪問介護について、医療機関への入退院時に

加え、入院中に医療機関から日帰りで外出する場合、１泊以上の外出のため医療機関

と外泊先を行き来する場合及び外泊先において移動の援護等を必要とする場合に利

用することができる。 

 

●居宅介護における通院等介助等について   居宅介護における通院等介助については、「平成 20年 4月以降における通院等介助

の取扱いについて」（平成 20年 4月 25日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
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障害福祉課通知）において、「病院内の異動等の介助は、基本的には院内のスタッフ

により対応されるべきものであるが、場合により算定対象となる。」と示されている。 

  具体的には、適切なアセスメント等を行った上で、①院内スタッフ等による対応が

難しく、②利用者が介助を必要とする心身の状態であること等が考えられる。利用者

が介助を必要とする心身の状態である場合は、例えば、 

 ・院内の移動に介助が必要な場合 

 ・知的・行動障害等のため見守りが必要な場合 

 ・排せつ介助を必要とする場合 

 等が想定されるので、参考としてください。 

  なお、上記具体例については、従来算定対象としていた行為を制限する趣旨ではな

い。 

  また、通院の介助は、同行援護や行動援護により行うことも可能であり、これらと

通院等介助の利用に優先関係は無いため、利用者の意向等を勘案し、適切なサービス

の支給決定をお願いする。 
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障障発 0628 第１号 

平成 28 年６月 28 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

入院中の医療機関からの外出・外泊時における同行援護等の取扱いについて 

 

 

 同行援護、行動援護及び重度訪問介護（以下「同行援護等」という。）は、「障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成

18年厚生労働省告示第 523号）において、利用者の外出時における移動の援護等を提

供するものとされている。 

 医療機関に入院した障害者等が、外出及び外泊時において同行援護等を利用するこ

とについては下記のとおりであるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機

関等への周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏がないようにされたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の 4第 1項の規定

に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

 

記 

 

 

同行援護等の対象となる障害者等が医療機関に入院するときには、入退院時に加え、

入院中に医療機関から日帰りで外出する場合、１泊以上の外泊のため医療機関と外泊

先を行き来する場合及び外泊先において移動の援護等を必要とする場合は、同行援護

等を利用することができる。 
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障 障 発 0 3 1 0 第 １ 号 

平 成 2 8 年 ３ 月 1 0 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

 

居宅介護（家事援助）の適切な実施について 

 

 

居宅介護（家事援助）は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算

定に関する基準」（平成 18年厚生労働省告示第 523号）において、単身の利用者又は家族等

と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病、就労等の理由により、当該利用

者又は当該家族等が家事を行うことが困難である者が利用できることとされている。 

また、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画

相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成 24年３月 30日障発第 0330第

22 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、サービス等利用計画の作

成に当たり、相談支援事業所は、利用者及びその家族の希望やアセスメントに基づき、指定

障害福祉サービス等以外の地域生活支援事業等の市町村が一般施策として行うサービスや、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めてサービス等利用計画

に位置付けることにより、総合的な計画となるよう努めるとともに、サービス等利用計画作

成後においても、利用者及びその家族、福祉サービスの事業を行う者等との連絡調整を継続

的に行う（モニタリング）こと等により、居宅介護（家事援助）の適切な運用に努めること

とされている。 

こうしたことを踏まえ、平成 27年度予算執行調査等において、居宅介護（家事援助）の

利用については、「家族等同居人の状況については、自治体による確認が適切に行われるよ

う見直しを行うべき」等の指摘を受けた。 

ついては、居宅介護（家事援助）の適切な運用に資するため、下記のとおり留意事項を

まとめたので、御了知の上、管内市町村、関係機関等への周知徹底を図るとともに、その運

用に遺漏のないようにされたい。 

なお、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245 条の 4第 1項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添える。 
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記 

 

 

１ 居宅介護（家事援助）の利用実態等について 
平成 27年度予算執行調査において、居宅介護（家事援助）の利用については、 

① 同居人の有無では、全体的に同居人無の方が利用時間が多くなっているが、さらに

障害種別や障害支援区分別で分析を行うと、精神障害者の区分１～３については、同

居人有の者の利用時間が多くなっており、この点について、支援区分の低い精神障害

者の状態像を含め、その要因分析を行い、支給内容が適正かどうか確認する必要があ

るのではないか。 

② サービス利用者に同居人がいる場合、当該同居人について家事を行うことが困難か

どうか調査し、支給の要否を判断する必要があるが、障害者本人からの聞き取りのみ

等、同居人の状態を直接同居人に確認していない場合や、支給決定後において、同居

人の状況の変化の有無を確認していない場合等、自治体が同居人の状況についても必

ずしも十分に把握していないと考えられる例が散見された。 

等の調査結果を踏まえ、「家族等同居人の状況については、支給決定後も含め、自治体に

よる確認が適切に行われるよう見直しを行うべき」等と指摘されたところ。 

また、社会保障審議会障害者部会において、「居宅介護については、実質的に相談目的

で利用されている事例がある」との指摘も受けている。  
２ 居宅介護（家事援助）の適切な運用に向けた留意事項について 
上記を踏まえ、以下のとおり市町村、相談支援事業所及び居宅介護事業所における留意

事項をまとめたので、内容を御了知の上、居宅介護（家事援助）の適切な運用に努めてい

ただきたい。 

（１）市町村における留意事項について 
居宅介護（家事援助）は、単身の利用者又は家族等と同居している利用者であって、

当該家族等の障害、疾病、就労等の理由により、当該利用者又は当該家族等が家事を

行うことが困難である者が利用できることとなっている。 

しかしながら、支給決定時から同居している家族等の状況に変化が生じていたり、

個人の状態像や置かれている環境等に比して必要以上に長時間（１回あたり概ね１時

間以上）利用されている場合もある。 

そのような状況を踏まえ、市町村は、 

① 相談支援事業所から支給決定に係るサービス等利用計画案が提出された際に、

同居人の有無等の状況を確認するとともに、特に、障害支援区分の低い利用者（障

害支援区分１又は２）の居宅介護（家事援助）における生活等に関する相談を目

的とした長時間（１回あたり概ね１時間以上）利用の場合にあっては、原則とし

て支給決定を行わないこととするが、サービスの具体的な理由や必要性等につい

て、利用者等から丁寧に確認し判断すること。 

② 定期的に居宅介護事業所や相談支援事業所から利用状況について確認を行う。 

等を行うことにより、適切にサービスの支給決定を行うこと。 

 

（２）相談支援事業所における留意事項について 
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画

相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成 24 年３月 30 日障発第
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0330第 22号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（以下「相談指定基準解

釈通知」という。）第二２（11）⑤において、「サービス等利用計画の作成又は変更に

当たっては、利用者及びその家族の希望やアセスメントに基づき、指定障害福祉サー

ビス等以外の、例えば、保健医療サービス、地域生活支援事業等の市町村が一般施策

として行うサービスや当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も

含めてサービス等利用計画に位置づけることにより総合的な計画となるよう努めなけ

ればならない」としていることを踏まえ、サービス等利用計画案作成時に、例えば、

生活等に関する相談を目的として長時間（１回あたり概ね１時間以上）の居宅介護（家

事援助）の利用を希望する場合は、居宅介護（家事援助）によらず、市町村で実施す

る相談支援による対応等を求めるなど、適切に作成すること。 

また、相談指定基準解釈通知第二２（11）⑮において、「相談支援専門員は、利用者

の解決すべき課題の変化に留意することが重要であり、サービス等利用計画の作成後

においても、利用者及びその家族、福祉サービスの事業を行う者等との連絡調整を継

続的に行うこと」としていることを踏まえ、モニタリング時に居宅に訪問した際に、

家族等の同居人の状況や、サービスの具体的な利用状況等を確認した上で、必要に応

じてサービス等利用計画の変更を行う等適切にサービス利用を行うこと。 

 

（３）居宅介護事業所における留意事項について 
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成 18年 12月

６日障発 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）第三３（４）及

び４（５）において、「指定居宅介護事業者は、市町村又は一般相談支援事業者若しく

は特定相談支援事業者が行う地域におけるサービス担当者会議への出席依頼等の連絡

調整等に対し、指定障害福祉サービスの円滑な利用の観点から、できる限り協力しな

ければならないこと」としていることを踏まえ、サービス担当者会議等において、例

えば、長時間（１回あたり概ね１時間以上）の居宅介護（家事援助）を利用している

場合は、出席者から代替サービスの有無等について助言を求めるなど、適切なサービ

ス提供を行うこと。 
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Ⅰ 指定障害福祉サービス事業者等に対する指導  
１．目的 
市町等が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「法」という。）第１０条第１項の規定による自立支援給付対象サービス等実施者等に

対して行う自立支援給付に関する文書の提出等及び県知事が、自立支援給付に関して必要があると

認めるときに、自立支援給付対象サービス等を行った者若しくはこれらを使用した者に対し、その

行った自立支援給付対象サービス等に関し、法第１１条第２項の規定により行う質問等について、

基本的事項を定めることにより、自立支援給付対象サービス等の質の確保及び自立支援給付の適正

化を図ることを目的とする。  
２．指導方針 

指導は、指定障害福祉サービス事業者等に対し、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成

１８年厚生労働省令第１７１号）、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する

基準」（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）等に定める自立支援給付対象サービス等の取扱い、

自立支援給付に係る費用の請求等に関する事項について周知徹底させることを方針とする。  
３．指導形態 

指導の形態は、次のとおりとする。 
（１）集団指導 

集団指導は、県又は市町が、下記により、その内容に応じ一定の場所に集めて講習等の方法に

より行う。 
① 指定の権限を持つ障害福祉サービス事業者等に対する指導が必要な場合 
② 自立支援給付に関して必要があると認める場合 

（２）実地指導 
実地指導は、県又は市町が、下記により、障害福祉サービス事業者等の事業所において実地に

行う。 
① 指定の権限を持つ障害福祉サービス事業者等に対して必要があると認める場合 
② 自立支援給付に関して必要があると認める場合  

４．指導方法等 
（１）集団指導 

① 指導通知 
県及び市町は、指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ

集団指導の日時、場所、出席者、指導内容等を文書により当該障害福祉サービス事業者等に

通知する。 
② 指導方法 

集団指導は、自立支援給付対象サービス等の取扱い、自立支援給付に係る費用の請求の内

容、制度改正内容及び障害者虐待事案をはじめとした過去の指導事例等について講習等の方

式で行う。 
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（２）実地指導 
① 指導通知 

県及び市町は、指導対象となる障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ

次に掲げる事項を文書により当該障害福祉サービス事業者等に通知する。 
ただし、指導対象となる事業所において障害者虐待が疑われているなどの理由により、あ

らかじめ通知したのでは当該事業所の日常におけるサービスの提供状況を確認することがで

きないと認められる場合は、指導開始時に次に掲げる事項を文書により通知するものとする。 
ア 実地指導の根拠規定及び目的 
イ 実地指導の日時及び場所 
ウ 指導担当者 
エ 出席者 
オ 準備すべき書類等 

② 指導方法 
実地指導は、別紙「主眼事項及び着眼点」に基づき、関係書類を閲覧し、関係者からの面

談方式で行う。 
③ 指導結果の通知等 

実地指導の結果については、改善を要すると認められた事項について、後日文書によって

指導内容の通知を行うものとする。 
④ 改善報告書の提出 

県又は市町は、当該障害福祉サービス事業者等に対して、文書で指摘した事項にかかる改

善報告書の提出を求めるものとする。  
５．監査への変更 

実地指導中に以下に該当する状況を確認した場合は、実地指導を中止し、直ちに「指定障害福祉

サービス事業者等監査指針」に定めるところにより監査を行うことができる。 
（１） 著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼす  
おそれがあると判断した場合 

（２） 自立支援給付に係る費用の請求に誤りが確認され、その内容が、著しく不正な請求と認めら
れる場合 
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Ⅱ 指定障害福祉サービス事業者等に対する監査  
１．目的 

県知事又は市町長が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第４８条、

第４９条及び第５０条の規定に基づき、指定障害福祉サービス事業者等に対して行う自立支援給付

に係る障害福祉サービスの内容及び自立支援給付に係る費用の請求に関して行う監査に関する基本

的事項を定めることにより、自立支援給付対象サービス等の質の確保及び自立支援給付の適正化を

図ることを目的とする。  
２．監査方針 

監査は、指定障害福祉サービス事業者等の自立支援給付対象サービス等の内容等について、法第

４９条及び第５０条に定める行政上の措置に該当する内容であると認められる場合若しくはその疑

いがあると認められる場合、又は自立支援給付に係る費用の請求について、不正若しくは著しい不

当が疑われる場合（以下「指定基準違反等」という。）において、事実関係を的確に把握し、公正か

つ適切な措置を採ることを主眼とする。  
３．監査対象の選定基準 

監査は、次のいずれかに該当する場合に行うものとする。 
（１）サービス内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき。 
（２）介護給付費の請求に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるとき。 
（３）指定の基準に重大な違反があると疑うに足りる理由があるとき。 
（４）度重なる実地指導によってもサービス内容又は介護給付費の請求に改善がみられないとき。 
（５）正当な理由がなく実地指導を拒否したとき。  
４．監査方法等 
（１）監査実施通知 

監査対象となる指定障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ次に掲げる事項

を文書により当該指定障害福祉サービス事業者等に通知する。なお、無通告監査を行う場合は、

監査当日に通知する。 
① 監査の根拠規定 
② 監査の日時及び場所 
③ 監査担当者 
④ 出席者 
⑤ 準備すべき書類等 

（２）監査方法 
監査は、指定障害福祉サービス事業者等に対して出頭を求め、若しくは指定障害福祉サービス

事業所へ立ち入り、関係書類の提出若しくは提示、関係者からの報告徴収、関係者との問答によ

り行うものとする。 
（３）監査結果の通知、改善報告 

監査結果については、改善を要すると認められた事項に関し、指定障害福祉サービス事業者等

に対し、後日文書によって監査内容を通知し、指摘した事項に係る改善報告書の提出を求めるこ

ととする。 
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５．監査後の措置 
（１）行政上の措置 

指定基準違反等が認められた場合には、勧告、命令、指定の取り消し等、行政上の措置を機動

的に行う。 
①  勧告 

指定基準違反の事実が確認された場合、指定障害福祉サービス事業者等に対し、期限を定

めて、文書により基準を遵守すべきことを勧告することができる。 
これに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
当該指定障害福祉サービス事業者等は、勧告を受けた場合は、期限内に文書により報告を

行わなければならない。 
②  命令      指定障害福祉サービス事業者等が正当な理由なく、その勧告に係る措置を取らなかった場
合、当該指定障害福祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとる

べきことを命令することができる。 
命令をした場合には、その旨を公示するものとする。 
当該指定障害福祉サービス事業者等は、命令を受けた場合は、期限内に文書により報告を

行わなければならない。    ③ 指定の取消し等   重大かつ深刻な指定基準違反の事実が確認された場合、若しくは指定障害福祉サービス事
業者等が正当な理由なく勧告に係る措置を取らなかった場合、指定障害福祉サービス事業者

等に係る指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止する

場合がある。 
（２）聴聞等 

監査の結果、当該指定障害福祉サービス事業者等が取消し等の事由に該当すると認められる場

合には、監査後、当該指定障害福祉サービス事業者等に対して、行政手続法（平成５年法律第８

８号）の規定に基づき、聴聞を実施し、又は弁明の機会を付与する。 
（３）経済上の措置 

① 勧告、命令、指定の取消等を行った場合に、自立支援給付の全部又は一部について当該自
立支援給付に関係する市町に対し、法第８条第２項に基づく不正利得の徴収（返還金）とし

て徴収を行うよう指導する。 
② 命令又は指定の取消等を行った場合には、原則として、法第８条第２項の規定により、当
該障害福祉サービス事業者等に対し、その支払った額につき返還させるほか、その返還させ

る額に１００分の４０を乗じて得た額を支払わせるよう指導する。 
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平成 年 月 日 

 

香川県健康福祉部長あて 

 

法人名 

代表者職名・氏名         代表者印 

 

＜事業所名＞ 

 

 

実地指導の指摘事項に対する改善について（報告） 

 

 

平成○○年○○月○○日付け29障福第○○○○号で、是正及び改善を求められた事項について、

次のとおり改善しましたので、報告します。 

 

 

 

 

※改善内容を証する書類を添付する。 

指摘事項 改善内容 
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平
成
２
８
年
度
実
地
指
導
及
び
指
導
監
査
に
お
け
る
主
な
指
摘
事
項

 
 

指
導
項
目

 
指
摘
事
項

 
考
え
方

 
人
員
関
係

 人員
基
準

 
・
事
前
調
書
に
お
い
て
勤
務
体
制
状
況
の
人
員
が

2
.
5
人
を
満
た
し
て
い
な
い
。

 

・
出
勤
簿
等
が
整
備
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
の
根
拠
と

な
る
勤
務
実
態
が
確
認
で
き
な
い
。

 
・
非
常
勤
職
員

(
登
録
ヘ
ル
パ
ー

)
に
対
し
て
、
登
録

通
知
だ
け
で
な
く
、
雇
用
契
約
書
を
締
結
す
る
こ

と
。

 
●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
従
業
者
を
常
勤
換
算
方
法
で

2
.
5
人
以
上
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

●
勤
務
実
態
が
確
認
で
き
る
よ
う
、
出
勤
簿
等
の
整
備
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

●
常
勤
換
算
法
は
、
従
業
者
の
延
べ
時
間
数
を
、
常
勤
の
従
業
者
が
勤
務
す

べ
き
時
間
数
で
除
す
る
こ
と
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
方
法
で
あ
る
。
 

人
員
基
準
及
び
責
務

 
（
管
理
者
）

 
・
管
理
者
が
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
従
事
す
る
こ
と
が

多
く
、
従
業
者
の
業
務
の
実
態
の
把
握
等
、
管
理

者
と
し
て
の
業
務
が
十
分
に
行
え
て
い
な
い
。

 
 

●
管
理
者
は
常
勤
で
あ
り
、
か
つ
、
原
則
と
し
て
専
ら
当
該
事
業
所
の
管
理

業
務
に
従
事
す
る
必
要
が
あ
り
、
従
業
者
と
し
て
兼
務
で
き
る
の
は
、
当

該
事
業
所
の
管
理
業
務
に
支
障
が
な
い
と
き
で
あ
る
。

 
●
管
理
者
は
、
従
業
者
及
び
業
務
の
一
元
的
な
管
理
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 
人
員
基
準
及
び
責
務

 
（
サ
ー
ビ
ス
提
供
責

任
者
）

 
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
が
、
他
の
業
務
と
兼
務
し

て
い
る
。

 
・
従
業
者
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
技
術
指
導
等

を
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
で
な
い
従
業
者
が
行

っ
て
い
る
。

 
●
事
業
所
ご
と
に
、
常
勤
の
従
業
者
で
あ
っ
て
専
ら
サ
ー
ビ
ス
の
職
務
に
従

事
す
る
も
の
の
う
ち
事
業
の
規
模
に
応
じ
て
、
１
人
以
上
の
者
を
サ
ー
ビ

ス
提
供
責
任
者
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
●
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
申
込
み
に
係
る
調
整
、

従
業
者
に
対
す
る
技
術
指
導
等
の
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
の
管
理
等
を
行
う
も

の
と
す
る
。

 
サ
ー
ビ
ス
・

契
約
関
係

 
     

内
容
及
び
手
続
き
の

説
明
及
び
同
意

 
     

・
サ
ー
ビ
ス
内
容
が
指
定
を
受
け
た
サ
ー
ビ
ス
と
異

な
っ
て
い
る
、
職
員
の
体
制
が
古
い
体
制
の
ま
ま

で
あ
る
、
利
用
料
金
・
加
算
項
目
の
記
載
が
な
い
、

緊
急
時
の
連
絡
先
の
記
載
が
な
い
な
ど
、
重
要
事

項
説
明
書
が
十
分
に
整
備
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
平
成

2
7
年
度
か
ら
の
報
酬
改
定
に
伴
う
料
金
改

定
に
つ
い
て
、
利
用
者
の
同
意
を
得
ら
れ
て
い
な

い
。

 
●
支
給
決
定
障
害
者
が
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
申
込
み
を
行
っ
た
と
き
は
、
当

該
利
用
申
込
者
に
係
る
障
害
の
特
性
に
応
じ
た
適
切
な
配
慮
を
し
つ
つ
、

当
該
利
用
者
に
対
し
、
運
営
規
程
の
概
要
、
従
業
者
の
勤
務
体
制
、
事
故

発
生
時
の
対
応
、
苦
情
処
理
の
体
制
等
、
利
用
申
込
者
の
サ
ー
ビ
ス
の
選

択
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
る
重
要
事
項
を
記
し
た
文
書
を
交
付
し
て
説
明

を
行
い
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
開
始
に
つ
い
て
、
当
該
利
用
申
込
者
の
同

意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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指
導
項
目

 
指
摘
事
項

 
考
え
方

 
サ
ー
ビ
ス
・

契
約
関
係

 内
容
及
び
手
続
き
の

説
明
及
び
同
意

 
 

・
利
用
者
と
の
契
約
書
に
お
い
て
、
利
用
者
と
事
業
所

と
の
間
で
契
約
締
結
が
さ
れ
、
利
用
者
と
事
業
者
と

の
間
で
の
契
約
締
結
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。
 

・
利
用
者

1
名
に
つ
い
て
、
支
給
決
定
ご
と
に
、
ア
セ

ス
メ
ン
ト
票
及
び
個
別
支
援
計
画
が
作
成
さ
れ
て

い
な
い
。

 
 

契
約
支
給
量
の
報
告

等
  

・
受
給
者
証
に
記
載
事
項
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
。

 ●障害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
契

約
が
成
立
し
た
時
は
、
利
用
者
の
受
給
者
証
に
、
当
該
事
業
者
及
び
そ
の

事
業
所
の
名
称
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
、
当
該
事
業
者
が
利
用
者
に
提

供
す
る
月
当
た
り
の
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
量
（
契
約
支
給
量
）
、
契
約
日
等
の

必
要
な
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
・
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
係
る
契
約
を
し
た
と
き
、
受

給
者
証
記
載
事
項
等
を
市
町
へ
報
告
が
な
さ
れ

て
い
な
い
。

 
 

心
身
の
状
況
等
の
把

握
 

・
ア
セ
ス
メ
ン
ト
票
に
お
い
て
、
そ
の
置
か
れ
て
い

る
環
境
、
他
の
保
健
医
療
又
は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

利
用
状
況
等
の
内
容
が
具
体
的
に
記
録
さ
れ
て

い
な
い
。

 
●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
当
た
り
、

利
用
者
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
、
他
の
保
健
医
療
又

は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状
況
等
の
把
握
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の

記
録

 
・
サ
ー
ビ
ス
の
具
体
的
内
容
を
記
し
た
サ
ー
ビ
ス
提
供

記
録
票
が
整
備
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
利
用
者
の
確
認
印
が
漏
れ
て
い
る
。

 
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
票
と
サ
ー
ビ
ス
提
供
実
績
記
録

票
の
提
供
時
間
、
サ
ー
ビ
ス
内
容
、
サ
ー
ビ
ス
提
供

者
に
差
異
が
あ
る
。

 
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
記
録
票
の
記
録
及
び
利
用
者
か
ら
の

確
認
を
、
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
た
日
と
別
の
日
に
行

っ
て
い
る
。

 
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
関
す
る
諸
記
録
は
、
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
し
た
日
か
ら

5
年
間
保
存
す
る
こ
と
。

 ●
利
用
者
及
び
事
業
者
が
、
そ
の
時
点
で
の
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
状
況
等
を
把
握

で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
し
た
際
に
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
日
、
提
供
し
た
サ
ー
ビ
ス

の
具
体
的
内
容
、
実
績
時
間
数
、
利
用
者
負
担
額
等
の
利
用
者
へ
伝
達
す
べ

き
必
要
な
事
項
を
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
の
都
度
記
録
し
、
利
用
者
の
確
認
を

得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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指
導
項
目

 
指
摘
事
項

 
考
え
方

 
サ
ー
ビ
ス
・

契
約
関
係

 利
用
者
負
担
額
等
の

受
領

 
・
利
用
者
負
担
額
や
交
通
費
を
受
領
し
た
際
の
領
収
書

が
交
付
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
利
用
申
込
者
の
サ
ー
ビ
ス
の
選
択
に
資
す
る
重
要
事

項
と
し
て
、
利
用
者
か
ら
確
認
印
を
得
る
こ
と
。

  
介
護
給
付
費
の
額
に

係
る
通
知
等

 
・
法
定
代
理
受
領
に
よ
り
介
護
給
付
費
の
支
給
を
受
け

た
場
合
に
お
い
て
、
利
用
者
に
介
護
給
付
費
の
通
知

が
な
さ
れ
て
い
な
い
。

 
●
利
用
者
負
担
が
あ
る
な
い
に
関
わ
ら
ず
、
事
業
者
は
市
町
か
ら
法
定
代
理
受

領
を
行
う
サ
ー
ビ
ス
の
介
護
給
付
費
の
支
給
を
受
け
た
場
合
に
は
、
利
用
者

に
介
護
給
付
費
の
額
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
サ
ー
ビ
ス
の
基
本
取

扱
方
針

 
・
目
標
達
成
の
度
合
い
や
利
用
者
の
満
足
度
等
に
つ

い
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
内
容
を
記
録
が
残
さ
れ
て
い
な

い
。

 
・
個
別
支
援
計
画
の
作
成
に
つ
い
て
は
、
サ
ー
ビ
ス

提
供
責
任
者
の
中
心
的
な
業
務
で
あ
り
、
計
画
の

作
成
者
は
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
と
す
る
こ

と
。

 
●
サ
ー
ビ
ス
は
漫
然
か
つ
画
一
的
に
提
供
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
個
々

の
利
用
者
の
身
体
そ
の
他
の
状
況
及
び
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
に
応
じ

て
提
供
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
●
相
談
支
援
事
業
所
の
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
の
変
更
が
さ
れ
て
い
な
く
て

も
、
事
業
所
に
お
い
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
、
個
別
支
援
計
画
の

変
更
の
有
無
を
検
討
す
る
こ
と
。

 
●
そ
の
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
目
標
達
成
の
度
合
い
や
利
用
者
の
満
足
度
等

に
つ
い
て
常
に
評
価
を
行
い
、
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
改
善
を
図
ら
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
ま
た
、
そ
の
評
価
し
た
内
容
に
つ
い
て
は
、
記
録
と
し
て
残
す
こ
と
。

 
運
営
基
準
関

係
 

交
通
費
の
徴
収

 
（
運
営
規
程
）

 ・
交
通
費
の
徴
収
に
関
し
、
実
態
と
運
営
規
程
の
内

容
に
差
異
が
あ
る
。

 
 

事
故
発
生
時
の
対
応

（
運
営
規
程
）

 ・
サ
ー
ビ
ス
提
供
時
に
お
い
て
、
事
故
が
発
生
し
た

場
合
な
ど
の
緊
急
時
の
対
応
に
係
る
フ
ロ
ー
シ

ー
ト
等
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 
●
事
業
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
業
の
運
営
に
つ
い
て
の
重
要
事
項
に
関
す
る

運
営
規
程
を
定
め
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
・
事
業
の
目
的
及
び
運
営
の
方
針

 
・
従
業
者
の
職
種
、
員
数
及
び
職
務
の
内

 

 
容
 
・
営
業
日
及
び
営
業
時
間
 
・
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
並
び
に
利
用
者
等
か

 
ら
受
領
す
る
費
用
の
種
類
及
び
そ
の
額
 
・
通
常
の
事
業
の
実
施
地
域
 

 
・
緊
急
時
等
に
お
け
る
対
応
方
法

 
・
事
業
の
主
た
る
対
象
と
す
る
障
害
の
種
類
を
定
め
た
場
合
に
は
当
該
障
害
の

種
類

 
・
虐
待
の
防
止
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項

 
・
そ
の
他
運
営
に
関
す
る
事

項
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指
導
項
目

 
指
摘
事
項

 
考
え
方

 
運
営
基
準
関

係
 

虐
待
防
止
の
措
置

 
（
運
営
規
程
）

 ・
個
々
の
利
用
者
に
対
す
る
虐
待
を
早
期
に
発
見
し

て
迅
速
か
つ
適
切
な
対
応
が
図
ら
れ
る
よ
う
虐

待
を
発
見
し
た
場
合
等
へ
の
対
応
に
係
る
フ
ロ

ー
シ
ー
ト
を
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
従
業
者
が
虐
待
を
発
見
し
た
場
合
の
行
動
内
容
を

よ
り
詳
細
に
定
め
る
こ
と
。

 
●
運
営
規
程
に
お
い
て
、
虐
待
の
防
止
の
た
め
の
措
置
を
定
め
て
お
か
な
け

れ
ば
な
ら
ず
、
よ
り
実
効
性
を
担
保
す
る
観
点
か
ら
、
個
々
の
利
用
者
に

対
す
る
虐
待
を
早
期
に
発
見
し
て
迅
速
か
つ
適
切
な
対
応
が
図
ら
れ
る
た

め
の
必
要
な
措
置
に
つ
い
て
、
あ
ら
か
じ
め
運
営
規
程
に
定
め
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

 
金
銭
の
虐
待

 
・
買
物
な
ど
、
利
用
者
の
現
金
や
カ
ー
ド
を
取
り
扱

う
場
合
、
金
銭
出
納
簿
の
作
成
が
さ
れ
て
い
な

い
。

 
・
買
物
支
援
に
お
け
る
金
銭
出
納
簿
に
つ
い
て
、
ト

ラ
ブ
ル
回
避
の
た
め
、
預
り
金
を
第
三
者
が
月
ご

と
に
確
認
す
る
な
ど
体
制
を
検
討
す
る
こ
と
。

 ●
買
物
の
際
に
利
用
者
か
ら
借
り
受
け
た
現
金
や
カ
ー
ド
の
管
理
に
つ
い
て

は
、
金
銭
出
納
簿
を
作
成
し
、
利
用
者
か
ら
確
認
を
得
る
こ
と
。
ま
た
、

虐
待
の
未
然
防
止
の
た
め
、
定
期
的
に
、
管
理
者
や
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任

者
と
い
っ
た
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
と
別
の
者
が
確
認
す
る
こ
と
。

 
苦
情
解
決

 
・
利
用
者
等
か
ら
の
苦
情
に
迅
速
か
つ
適
切
に
対
応

す
る
た
め
の
フ
ロ
ー
シ
ー
ト
等
が
作
成
さ
れ
て

い
な
い
。

 
・
苦
情
を
受
付
け
た
場
合
の
対
応
す
る
た
め
の
フ
ロ
ー

シ
ー
ト
に
つ
い
て
、
高
齢
者
用
だ
け
で
な
く
、
障
害

者
用
と
し
て
の
フ
ロ
ー
シ
ー
ト
を
作
成
す
る
こ
と
。

 ●
事
業
者
は
、
提
供
し
た
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
利
用
者
又
は
そ
の
家
族
か
ら

の
苦
情
に
迅
速
か
つ
適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
、
苦
情
を
受
け
付
け
る
た

め
の
窓
口
を
設
置
す
る
等
の
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

勤
務
体
制
の
確
保
等

 ・毎月の
勤
務
実
績
表
が
作
成
さ
れ
て
お
ら
ず
、
人

員
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か
の
確
認
が
で
き
て

い
な
い
。

 
・
管
理
者
の
出
勤
簿
が
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
常
勤
か
ら
非
常
勤
に
な
っ
た
従
業
者
に
つ
い
て
、
雇

用
形
態
に
合
っ
た
雇
用
契
約
書
を
締
結
す
る
こ
と
。

 ●
事
業
所
ご
と
に
月
ご
と
の
勤
務
体
制
表
を
作
成
し
、
従
業
者
に
つ
い
て
は
、

日
々
の
勤
務
時
間
、
職
務
の
内
容
、
常
勤
・
非
常
勤
の
別
、
管
理
者
と
の

兼
務
関
係
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
で
あ
る
等
明
確
に
定
め
る
必
要
が
あ

る
。
 

●
勤
務
実
績
に
お
い
て
、
人
員
基
準

(
常
勤
換
算
方
法
で

2
.
5
人
以
上
の
従
業

者
の
確
保
)
を
確
認
す
る
こ
と
。
 

掲
示

 
・
掲
示
が
介
護
保
険
事
業
所
の
み
で
、
指
定
障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
運
営
規
程
の
概
要
を
、
利
用
者

が
見
や
す
い
場
所
に
掲
示
さ
れ
て
い
な
い
。

 ●
事
業
者
は
、
事
業
所
の
見
や
す
い
場
所
に
、
運
営
規
程
の
概
要
、
従
業
者

の
勤
務
の
体
制
そ
の
他
の
利
用
申
込
者
の
サ
ー
ビ
ス
の
選
択
に
資
す
る
と

認
め
ら
れ
る
重
要
事
項
を
掲
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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指
導
項
目

 
指
摘
事
項

 
考
え
方

 
運
営
基
準
関

係
 

秘
密
保
持
等

 ・
従
業
者
か
ら
秘
密
保
持
に
係
る
誓
約
書
が
取
れ
て

い
な
い
な
ど
、
秘
密
保
持
に
係
る
必
要
な
措
置
が

な
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
利
用
者
の
個
人
情
報
を
、
他
の
事
業
所
と
共
有
す

る
た
め
の
同
意
書
が
取
れ
て
い
な
い
。

 
●
業
務
上
知
り
得
た
利
用
者
又
は
そ
の
家
族
の
秘
密
を
漏
ら
す
こ
と
が
な
い

措
置
を
、
従
業
者
と
の
雇
用
時
に
、
書
面
に
お
い
て
取
り
決
め
る
必
要
が

あ
る
。
な
お
、
そ
の
措
置
に
つ
い
て
は
、「
退
職
後
に
お
い
て
も
」
担
保
さ

れ
る
も
の
と
す
る
。

 
●
従
業
者
が
利
用
者
の
有
す
る
問
題
点
や
解
決
す
べ
き
課
題
等
の
個
人
情
報

を
、
他
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
共
有
す
る
た
め
に
、
あ
ら
か
じ

め
、
文
書
に
よ
り
利
用
者
又
は
そ
の
家
族
か
ら
文
書
に
よ
り
同
意
を
得
て

お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
会
計
の
区
分

 
・
訪
問
介
護
事
業
所
（
介
護
保
険
）
と
の
経
理
を
区

分
し
た
会
計
上
の
書
類
を
作
成
さ
れ
て
い
な
い
。

 ●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
そ
の
他
の
事
業
の
会
計
を
区

分
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
そ
の
他

 社
会
福
祉
施
設
等
災

害
対
策

 
（
非
常
災
害
対
策
計

画
）

  
・
非
常
災
害
時
対
策
計
画
（
フ
ロ
ー
シ
ー
ト
）
の
作

成
に
お
い
て
、
避
難
誘
導
を
行
う
旨
も
追
記
す
る

こ
と
。

 
●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
非
常
災
害
対
策
に
関
す
る
具

体
的
な
計
画
を
作
成
し
、
事
業
所
の
見
や
す
い
場
所
に
そ
の
概
要
を
掲
示

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な
お
、
そ
の
計
画
は
、
利
用
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス

提
供
中
に
発
生
し
た
も
の
を
想
定
す
る
こ
と
。

 
研
修
の
実
施
及
び
研

修
機
会
の
確
保

 ・
一
年
を
通
じ
た
研
修
計
画
が
作
成
さ
れ
て
い
な

い
。

 
・
全
従
業
者
を
集
め
た
、
資
質
向
上
の
た
め
の
全
体

研
修
が
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。

 
●
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
を
行
う
者
は
、
職
員
又
は
従
業
者
の
資
質
向

上
の
た
め
に
、
毎
年
具
体
的
な
研
修
計
画
を
作
成
し
、
そ
の
計
画
に
基
づ

き
研
修
を
実
施
し
、
そ
の
研
修
結
果
を
記
録
す
る
ほ
か
、
研
修
の
機
会
を

確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
変
更
届

 
・
管
理
者
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
や
所
在
地
が
変

更
さ
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
変
更
届
が

提
出
さ
れ
て
い
な
い
。

 
・
人
員
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か
確
認
す
る
た
め
の

勤
務
実
績
表
に
お
い
て
、
登
録
ヘ
ル
パ
ー
も
含

め
て
再
確
認
の
う
え
作
成
し
直
す
こ
と
。
ま
た
、

こ
の
こ
と
に
伴
う
変
更
届
を
提
出
す
る
こ
と
。

 ●
事
業
所
の
名
称
、
所
在
地
そ
の
他
の
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は

1
0

日
以
内
に
変
更
届
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 

 
衛
生
管
理
等

 
・
衛
生
管
理
の
た
め
の
備
品
（
使
い
捨
て
の
手
袋
等
）
 

備
え
付
け
る
こ
と
。
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 指
　

摘
　

事
　

項
考

 え
 方

報
酬

に
つ

い
て

通
院

等
介

助
本

来
算

定
で

き
な

い
時

間
を

含
め

て
算

定
し

て
い

る
。

通
院

等
介

助
に

つ
い

て
は

、
病

院
へ

の
タ

ク
シ

ー
で

の
移

動
時

間
や

病
院

の
待

ち
時

間
は

除
い

て
算

定
す

る
こ

と
。

初
回

加
算

加
算

の
算

定
要

件
を

満
た

し
て

い
な

い
場

合
に

つ
い

て
算

定
し

て
い

る
。

初
回

加
算

は
、

新
規

に
居

宅
介

護
計

画
を

作
成

し
た

利
用

者
に

対
し

て
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
が

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

た
場

合
や

同
行

し
た

場
合

に
、

初
回

に
つ

い
て

算
定

で
き

る
も

の
で

あ
る

が
、

こ
の

要
件

を
満

た
し

て
い

な
い

場
合

に
つ

い
て

、
加

算
を

算
定

し
て

い
た

。
再

度
、

加
算

の
算

定
要

件
を

確
認

し
て

お
く
こ

と
。

介
護

給
付

費
の

額
に

関
わ

る
通

知
・
利

用
者

に
対

し
て

、
介

護
給

付
費

の
額

を
通

知
し

て
い

な
い

（
法

定
代

理
受

領
）
。

・
介

護
給

付
費

を
受

領
す

る
前

に
通

知
し

て
い

る
。

法
定

代
理

受
領

を
行

っ
て

い
る

利
用

者
に

対
し

て
、

高
松

市
か

ら
介

護
給

付
費

を
受

領
後

に
額

を
通

知
す

る
こ

と
。

利
用

者
負

担
上

限
額

管
理

加
算

利
用

者
負

担
上

限
額

管
理

結
果

票
の

利
用

者
確

認
欄

の
確

認
日

が
サ

ー
ビ

ス
提

供
月

の
翌

月
１

０
日

以
降

に
な

っ
て

い
る

。
サ

ー
ビ

ス
提

供
月

の
翌

月
１

０
日

ま
で

に
利

用
者

に
確

認
を

し
て

も
ら

う
こ

と
。

福
祉

・
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
福

祉
・
介

護
職

員
処

遇
改

善
計

画
書

の
内

容
に

つ
い

て
、

従
業

者
に

周
知

し
て

い
な

い
。

福
祉

・
介

護
職

員
処

遇
改

善
計

画
書

の
内

容
に

つ
い

て
は

、
掲

示
板

等
へ

の
掲

示
や

文
書

に
よ

る
通

知
等

、
適

切
な

方
法

で
、

雇
用

す
る

全
て

の
福

祉
・
介

護
職

員
に

対
し

周
知

す
る

こ
と

。

・
サ

ー
ビ

ス
提

供
者

印
、

利
用

者
確

認
印

が
漏

れ
て

い
る

。
実

際
に

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
行

っ
た

者
が

押
印

す
る

こ
と

。
ま

た
、

利
用

者
確

認
印

は
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
都

度
利

用
者

に
押

印
し

て
も

ら
う

こ
と

。

実
績

記
録

票
の

初
回

加
算

算
定

時
の

記
入

が
な

い
。

初
回

加
算

算
定

時
は

実
績

記
録

票
の

備
考

欄
に

「
初

回
加

算
算

定
」
と

記
入

す
る

こ
と

。

実
績

記
録

票
を

鉛
筆

で
記

入
し

て
い

た
。

実
績

記
録

票
は

鉛
筆

で
は

な
く
、

ボ
ー

ル
ペ

ン
等

で
記

入
す

る
こ

と
。

・
訂

正
箇

所
に

訂
正

印
が

な
い

。
・
修

正
液

で
訂

正
し

て
い

る
。

訂
正

箇
所

に
は

二
重

線
を

引
き

、
利

用
者

に
訂

正
印

を
押

印
し

て
も

ら
う

こ
と

。

サ
ー

ビ
ス

提
供

記
録

個
票

の
内

容
が

不
十

分
で

あ
る

。
サ

ー
ビ

ス
提

供
記

録
個

票
を

作
成

し
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
都

度
、

記
録

し
て

お
く
こ

と
。

な
お

、
記

録
に

関
し

て
は

、
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
、

提
供

者
名

、
提

供
内

容
の

詳
細

を
記

入
し

、
利

用
者

の
確

認
印

を
押

印
し

て
も

ら
う

こ
と

。

平
成

2
8
年

度
　

居
宅

介
護

等
事

業
所

　
実

地
指

導
　

指
摘

事
項

　

項
　

　
　

　
目

記
録

に
つ

い
て

実
績

記
録

票

サ
ー

ビ
ス

提
供

記
録

個
票

（
提

供
日

、
サ

ー
ビ

ス
内

容
に

つ
い

て
記

録
し

た
も

の
）
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 指
　

摘
　

事
　

項
考

 え
 方

平
成

2
8
年

度
　

居
宅

介
護

等
事

業
所

　
実

地
指

導
　

指
摘

事
項

　

項
　

　
　

　
目

利
用

者
と

の
契

約
に

つ
い

て
契

約
書

の
契

約
期

間
、

契
約

者
名

、
同

意
欄

の
記

入
漏

れ
が

あ
る

。
契

約
締

結
の

際
は

必
ず

記
入

し
て

お
く
こ

と
。

契
約

期
間

が
受

給
者

証
の

支
給

決
定

期
間

を
超

え
て

締
結

し
て

い
る

。
契

約
書

の
契

約
期

間
は

、
受

給
者

証
の

支
給

決
定

期
間

内
で

締
結

す
る

こ
と

。

文
面

に
誤

り
が

あ
る

（
法

律
名

、
人

員
配

置
等

）
。

契
約

締
結

時
の

状
況

に
応

じ
た

文
面

に
訂

正
す

る
こ

と
。

契
約

書
に

割
印

を
し

て
い

な
い

。
契

約
書

に
つ

い
て

は
、

割
印

を
し

て
整

備
す

る
こ

と
。

受
給

者
証

訪
問

系
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

記
入

欄
（
別

冊
）
の

写
し

を
保

管
し

て
い

な
い

。
訪

問
系

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
記

入
欄

は
、

新
規

契
約

時
、

契
約

支
給

量
変

更
時

、
契

約
終

了
時

に
は

記
入

し
、

事
業

所
印

を
押

印
し

た
う

え
で

写
し

を
保

管
す

る
こ

と
。

契
約

内
容

報
告

書
契

約
内

容
報

告
書

が
提

出
さ

れ
て

い
な

い
。

利
用

者
と

の
新

規
契

約
時

、
契

約
支

給
量

変
更

時
、

契
約

終
了

時
に

は
作

成
し

、
支

給
決

定
市

町
へ

提
出

す
る

こ
と

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
作

成
者

の
記

入
漏

れ
が

あ
る

。
・
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

記
録

が
な

い
。

・
サ

ー
ビ

ス
提

供
責

任
者

が
行

っ
て

い
な

い
。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

は
、

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
が

、
サ

ー
ビ

ス
利

用
開

始
日

ま
で

に
利

用
者

に
面

接
し

て
行

い
、

利
用

者
の

状
況

等
情

報
収

集
を

行
っ

た
内

容
を

詳
細

に
記

録
に

残
す

こ
と

。
ま

た
、

作
成

日
・
作

成
者

を
明

確
に

す
る

こ
と

。

・
利

用
者

同
意

日
の

記
入

漏
れ

が
あ

る
。

・
利

用
者

に
交

付
し

て
い

な
い

。
・
作

成
日

、
利

用
者

同
意

日
が

サ
ー

ビ
ス

利
用

開
始

以
降

と
な

っ
て

い
る

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
行

い
、

利
用

者
の

身
体

状
況

、
サ

ー
ビ

ス
利

用
意

向
等

必
要

事
項

を
把

握
し

た
う

え
で

サ
ー

ビ
ス

利
用

開
始

ま
で

に
計

画
書

を
作

成
し

、
利

用
者

に
説

明
・
同

意
を

得
て

、
署

名
を

し
て

も
ら

う
こ

と
。

な
お

、
利

用
者

が
署

名
で

き
な

い
場

合
は

、
代

筆
者

名
、

続
柄

を
記

入
し

て
も

ら
う

こ
と

。
ま

た
、

同
意

を
得

た
計

画
書

は
、

利
用

者
に

交
付

す
る

こ
と

。

サ
ー

ビ
ス

を
継

続
し

て
利

用
し

て
い

る
利

用
者

に
つ

い
て

更
新

（
受

給
者

証
）
の

時
期

に
計

画
書

を
作

成
し

て
い

な
い

。
少

な
く
と

も
受

給
者

証
の

更
新

の
時

期
に

は
、

計
画

書
を

作
成

す
る

こ
と

。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
っ

て
い

な
い

。
・
記

録
が

不
十

分
で

あ
る

。
少

な
く
と

も
６

か
月

に
１

回
は

利
用

者
と

面
接

し
て

、
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

意
向

等
を

確
認

し
、

記
録

に
残

し
て

お
く
こ

と
。

ま
た

、
作

成
日

・
作

成
者

を
明

確
に

す
る

こ
と

。

ア
セ

ス
メ

ン
ト

・
居

宅
介

護
計

画
書

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て

居
宅

介
護

計
画

書

契
約

書
重

要
事

項
説

明
書
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 指
　

摘
　

事
　

項
考

 え
 方

平
成

2
8
年

度
　

居
宅

介
護

等
事

業
所

　
実

地
指

導
　

指
摘

事
項

　

項
　

　
　

　
目

運
営

等
に

つ
い

て
従

業
者

と
の

雇
用

契
約

書
等

・
雇

用
契

約
書

の
文

面
・
内

容
が

実
態

と
異

な
る

。
・
労

働
基

準
法

に
定

め
る

「
必

ず
明

示
し

な
け

れ
ば

い
け

な
い

事
項

」
が

明
示

さ
れ

て
い

な
い

。

従
業

者
と

の
雇

用
契

約
に

つ
い

て
は

、
労

働
基

準
法

に
定

め
る

必
ず

明
示

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
事

項
を

明
示

し
、

文
面

・
内

容
等

、
実

態
に

合
っ

た
適

切
な

契
約

書
面

で
締

結
す

る
こ

と
。

労
働

者
名

簿
が

な
い

。
労

働
者

名
簿

帳
は

、
事

業
所

ご
と

に
整

備
し

、
備

え
置

く
こ

と
。

従
業

者
の

健
康

管
理

定
期

健
康

診
断

を
実

施
し

て
い

な
い

。
労

働
安

全
衛

生
規

則
第

４
４

条
に

基
づ

き
、

常
時

使
用

す
る

労
働

者
に

対
し

て
、

医
師

に
よ

る
定

期
健

康
診

断
を

実
施

す
る

こ
と

。

非
常

災
害

対
策

・
具

体
的

な
計

画
が

な
い

。
・
概

要
を

掲
示

し
て

い
な

い
。

高
松

市
社

会
福

祉
施

設
等

の
人

員
、

設
備

、
運

営
等

の
基

準
等

に
関

す
る

条
例

第
４

条
に

基
づ

き
、

非
常

災
害

対
策

に
関

す
る

具
体

的
な

計
画

を
作

成
し

、
事

業
所

の
見

や
す

い
場

所
に

そ
の

概
要

を
掲

示
す

る
こ

と
。

・
具

体
的

な
研

修
計

画
が

な
い

。
・
研

修
の

記
録

が
な

い
。

高
松

市
社

会
福

祉
施

設
等

の
人

員
、

設
備

、
運

営
等

の
基

準
等

に
関

す
る

条
例

第
６

条
に

基
づ

き
、

従
業

者
の

資
質

の
向

上
の

た
め

に
毎

年
具

体
的

な
研

修
計

画
を

作
成

し
、

当
該

研
修

計
画

に
基

づ
き

全
て

の
従

業
者

に
対

し
て

研
修

を
実

施
し

、
当

該
研

修
の

結
果

を
記

録
す

る
こ

と
。

・
虐

待
防

止
及

び
衛

生
管

理
・
感

染
症

予
防

に
関

す
る

研
修

を
行

っ
て

い
な

い
。

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

て
い

な
い

。

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
、

年
１

回
以

上
研

修
を

行
う

と
と

も
に

、
研

修
記

録
を

保
管

す
る

こ
と

。

運
営

規
程

掲
示

さ
れ

て
い

な
い

。
利

用
者

が
見

や
す

い
場

所
に

、
運

営
規

程
そ

の
他

サ
ー

ビ
ス

の
選

択
に

資
す

る
と

認
め

ら
れ

る
重

要
事

項
を

掲
示

す
る

こ
と

。

秘
密

保
持

等
利

用
者

や
そ

の
家

族
に

関
す

る
情

報
を

使
用

す
る

際
、

あ
ら

か
じ

め
文

書
に

よ
り

同
意

を
得

て
い

な
い

。
利

用
者

の
個

人
情

報
を

取
り

扱
う

の
で

、
あ

ら
か

じ
め

個
人

情
報

使
用

の
同

意
書

を
と

る
等

、
必

要
な

措
置

を
講

ず
る

こ
と

。

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

て
い

な
い

。
・
重

要
事

項
説

明
書

に
受

付
窓

口
の

連
絡

先
が

記
載

さ
れ

て
い

な
い

。

苦
情

解
決

に
つ

い
て

は
、

対
応

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

し
、

重
要

事
項

説
明

書
等

に
記

載
す

る
等

し
て

、
必

要
な

措
置

を
講

じ
る

こ
と

。
ま

た
、

受
け

付
け

た
苦

情
に

つ
い

て
は

、
受

付
日

、
内

容
等

を
記

録
す

る
こ

と
。

受
付

担
当

者
と

解
決

責
任

者
が

同
一

人
物

で
あ

る
。

苦
情

受
付

担
当

者
と

苦
情

解
決

責
任

者
を

別
に

設
置

す
る

こ
と

。

苦
情

解
決

研
修
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 指
　

摘
　

事
　

項
考

 え
 方

平
成

2
8
年

度
　

居
宅

介
護

等
事

業
所

　
実

地
指

導
　

指
摘

事
項

　

項
　

　
　

　
目

事
故

発
生

時
の

対
応

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

て
い

な
い

。
・
記

録
様

式
を

設
け

て
い

な
い

。
事

故
が

発
生

し
た

場
合

の
対

応
方

法
に

つ
い

て
は

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

、
事

故
発

生
時

に
は

記
録

を
残

す
こ

と
。

ま
た

、
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
よ

る
利

用
者

の
け

が
（
医

療
機

関
で

受
診

を
要

し
た

も
の

）
ま

た
は

死
亡

事
故

の
発

生
時

に
は

市
へ

事
故

報
告

書
を

提
出

す
る

こ
と

。

そ
の

他
変

更
届

が
提

出
さ

れ
て

い
な

い
。

サ
ー

ビ
ス

提
供

責
任

者
や

運
営

規
程

等
、

変
更

届
に

掲
げ

る
項

目
に

変
更

が
あ

っ
た

場
合

は
、

速
や

か
に

変
更

届
を

提
出

す
る

こ
と

。

ヘ
ル

パ
ー

の
勤

務
体

制
が

明
確

に
な

っ
て

い
な

い
。

ヘ
ル

パ
ー

の
月

ご
と

の
勤

務
表

を
作

成
し

、
勤

務
体

制
を

明
確

に
し

て
お

く
こ

と
。

事
業

の
会

計
を

、
そ

の
他

の
事

業
の

会
計

と
区

分
し

て
い

な
い

。
複

数
の

事
業

に
共

通
す

る
支

出
が

あ
る

場
合

は
、

実
態

に
即

し
た

合
理

的
な

方
法

で
按

分
す

る
こ

と
。
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変更届について  
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 
（変更の届出等） 
第四十六条 指定障害福祉サービス事業者は、当該指定に係るサービス事業所の名称及び所在

地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定障害福祉サ

ービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨

を都道府県知事に届け出なければならない。  
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 
 ・事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有す

るときは、当該事務所を含む。）の名称及び所在地 
 ・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 
 ・申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関す

るものに限る。） 
 ・事業所の平面図 
 ・事業所の管理者及びサービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴 
・運営規程 

 ・当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に関する事項 
 ・役員の氏名、生年月日及び住所   
○管理者（又はサービス提供責任者）が変更になった時の添付書類 
 ・変更届〔第２号様式（第３条関係）〕 

 ・付表１ 

 ・管理者（又はサービス提供責任者）経歴書〔参考様式３〕 

 ・資格証及び雇用契約書 

 ・従業者の勤務形態一覧表〔参考様式 10〕 

 ・組織体制図〔参考様式 12〕 

 〈管理者の場合〉 

 ・第３６条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書〔参考様式８〕 

 ・役員等名簿〔参考様式９〕 

〈場合に応じて〉 

 ・同行援護、行動援護従業者経歴書〔参考様式３〕、実務経験証明書〔参考様式４〕 

 ・利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要〔参考様式６〕 

 ・運営規程 

  ※従業者が変わっている場合 

 ・新規に雇用された従業者の資格証、雇用契約書を合わせて添付する。 
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付表１　居宅介護・重度訪問介護・同行援護事業所・行動援護事業所等の指定に係る記載事項

事

業 （郵便番号　○○○　－　○○○○　　）

所 香川県 ○○ ○○町 ○○番地○

香川県 ○○ 市　○○　町　○○番地○

有 ・ 無

専従 専従

3 1

2

担当者

（備考）

重度訪問介護 特定無し　･　肢体不自由者　・　知的障害者　・　精神障害者

住 所

従業者の職種・員数
居宅介護等従業者 その他の従業者

氏　名 障害　太郎

特定無し・身体障害者・知的障害者・障害児・精神障害者・難病患者等

（郵便番号　○○○　－　○○○○）

特定無し　・　知的障害者　・　障害児　・　精神障害者

事業所等の名称 ○○障害福祉事業所（訪問介護）

兼務 兼務

行動援護

同行援護 特定無し　・　身体障害者　・　障害児

当該事業の実施について定めてある定款・寄付行為等又は条例等

名　　称 ○○障害福祉事業所

障害　太郎

××××-××-××××

所在地 市

連 絡 先 電話番号 ××××-××-××××

（郵便番号　○○○　－　○○○○）

受付番号

フリガナ ○○ショウガイフクシジギョウショ

ＦＡＸ番号

管
理
者

居宅介護従業者等との兼務の有無

同一敷地内の他の事業所
又は施設の従業者との兼務
（兼務の場合記入）

兼務する職種及び
勤務時間等

フリガナ ｼｮｳｶﾞｲ ﾀﾛｳ
住　所

氏　名

第２条 第１項 第４号

フリガナ　サービス
　提供責任者

管理者兼サービス提供責任者
８時間（８：３０～１７：３０）

ｼｮｳｶﾞｲ ﾀﾛｳ

香川県○○市○○町○○番地○

非常勤（人） 2
従業者数

常勤（人）

基準上の必要人数（人） 2.5

常勤換算後の人数（人） 4.5

主な掲示事項

○○　○○

営業日 月曜日から金曜日（国民の祝日、年末年始除く）

利用料 法定代理受領の場合、利用者負担額として、法第２９条第３項に規定する額

その他の費用 実施地域外交通費

４．「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

添付書類 別添のとおり

２．「受付番号」「基準上の必要人数」欄には、記載しないでください。

３．記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください。

１．複数種類のサービスを実施する場合、「サービス内容」欄に複数のサービス種類を記載して本様式１枚にまとめて提出し
てください。なお、居宅介護の指定を受けた場合、あわせて重度訪問介護の指定もされることになりますので、両者の指定を
受けようとする場合は居宅介護のみの記載で構いません。

窓口（連絡先）

サービス内容

午前８時３０分から午後５時３０分

居宅介護【  身体介護  ・  家事援助  ・  通院等介助  ・  通院等乗降介助  】
重度訪問介護　 ・　同行援護　・　行動援護

その他参考となる事項

その他

主たる対象者

居宅介護

している　・　していない

７．「通常の事業の実施地域」欄には、市区町村名を記載することとし、当該区域の全部又は一部の別を記載してください。
なお、一部の地域が実施地域である場合は適宜地図を添付してください。

××-××

営業時間

５．出張所等がある場合は、付表１－２にも記載してください。また、従業者については、本様式中に出張所に勤務する職員
も含めて記載してください。

６．「その他の費用」欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容について記載してください。

通常の事業の実施地域 ○○市、△△郡△△町

第三者評価の実施状況

苦情解決の措置概要

　サービス
　提供責任者

フリガナ
住 所

（郵便番号　○○○　－　○○○○）

氏　名 障害　花子

ｼｮｳｶﾞｲ ﾊﾅｺ

香川県○○市○○町○○番地○

従業者としてサービス提供してい

る場合、「有」に○をしてください。

管理者は、当該事業所の管理業務

に支障がないかを記載してください。

常勤であり、同一敷地内の他の事

業所と兼務が可。

適宜、行を追加

してください。

勤務形態一覧表と整合性の取れた人

数を記載してください。

常勤専従：Ａ 常勤兼務：Ｂ

非常勤専従：Ｃ 非常勤兼務：Ｄ

本件の場合、常勤は、８時間勤務とな

ります。

運営規程と整合性を取っ

てください。

運営規程のサービス内容

において、通院等介助、通

院等乗降介助の区別をし

てください。

通院等乗降介助を提供す

る場合は、道路運送法の

許可書及び市町の意見書

が必要です。

主たる対象者を限定する

場合、特定理由書が必要

です。

昨年度の様式とサービス

内容（居宅介護）と主たる

対象者（重度訪問介護）の

表記を変更しています。
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○○○運営規程（指定居宅介護・指定重度訪問介護・指定同行援護・指定行動援護） 

 

（事業の目的） 

第１条 ▲▲▲法人が設置する○○○（以下「事業所」という。）において実施する指定居宅介護・指定

重度訪問介護・指定同行援護・指定行動援護に係る障害福祉サービス（以下「指定居宅介護等」とい

う。）に関し、人員、運営及び管理に関する事項を定め、障害者、障害児及び障害児の保護者（以下

「利用者等」という。）に対し、事業の適正な運営と適切な指定居宅介護等の提供を図ることを目的

とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所が実施する事業は、利用者が居宅において日常生活を営むことができるよう、利用者の

身体その他の状況及びその置かれている環境に応じて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯

及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言並びに外出時における移動の介護その他の生活全般

にわたる援助を適切かつ効果的に行うものとする。 

２ 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

３ 地域との結びつきを重視し、市町村、他の障害福祉サービス事業者その他の保健医療サービス及び

福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

４ 利用者の人権の擁護及び虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めるものとする。 

５ 前４項のほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123号）（以下「法」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成 18 年政令第 10 号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則

（平成 18年厚生労働省令第 19号）及び香川県社会福祉施設等の人員、設備、運営等に関する条例（平

成 24年香川県条例第 52号）その他関係法令等を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

一 名称 ○○○ 

二 所在地    市郡    町     番地 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 事業所における職員の職種、員数及び職務の内容は、次のとおりとする。 

一 管理者  名（常勤職員） 

管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に法令等を遵守させるため必

要な指揮命令を行う。 

二 サービス提供責任者 介護福祉士  名（常勤職員） 

サービス提供責任者は、居宅介護計画・重度訪問介護計画・同行援護計画・行動援護計画を作成

し、利用者及びその同居の家族にその内容を説明するほか事業所に対する指定居宅介護等の利用の

申込みに係る調整、従業者に対する技術指導等のサービスの内容の管理等を行う。 

三 従業者  名（常勤職員 名（サービス提供責任者を含む。）、非常勤職員 名） 

ただし、業務の状況により、増員することができるものとする。 

従業者は、居宅介護計画・重度訪問介護計画・同行援護計画・行動援護計画に基づき指定居宅介

護等を提供する。 

四 事務職員  名（常勤職員） 

必要な事務を行う。 

 

５７



 2

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

一 営業日 月曜日から土曜日までとする。ただし、国民の祝日、12 月 29 日から１月３日までを除

く。 

二 営業時間 午前○時から午後○時までとする。 

三 サービス提供時間 午前○時から午後○時までとする。 

四 前３号のほか、電話等により緊急時の連絡が可能な体制をとるものとする。 

 

（主たる対象者） 

第６条 事業所においてサービスを提供する主たる対象者は、次のとおりとする。 

一 身体障害者 

 二 知的障害者 

 三 障害児 

 四 精神障害者 

 五 難病患者等 

 

（指定居宅介護等の内容） 

第７条 事業所で行う指定居宅介護等の内容は、次のとおりとする。 

一 居宅介護計画・重度訪問介護計画・同行援護計画・行動援護計画の作成 

二 身体介護 

ア 食事の介護 

イ 排せつの介護 

ウ 衣類着脱の介護 

エ 入浴の介護 

オ 身体の清しき、洗髪 

カ その他必要な身体の介護 

三 家事援助 

ア 調理 

イ 衣類の洗濯、補修 

ウ 住居等の掃除、整理整頓 

エ 生活必需品の買い物 

オ 関係機関との連絡 

カ その他必要な家事 

四 通院等介助 

通院等のための屋内外における移動等の介助、通院先での受診等の手続を行う｡ 

五 通院等の乗降介助 

通院等のため、従業者が自らの運転する車両への乗車又は降車の介助を行うとともに、併せて、

乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助又は通院先での受診等の手続き、移動等の介

助を行う。 

六 重度訪問介護 

生活全般にわたる援助（身体介護、家事援助、外出時における移動の介護等）を行う。 

 七 同行援護 

   視覚障害により移動に著しい困難を有する障害者等が外出する際、同行し、移動に必要な情報提

供等の必要な援助を行う。 
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八 行動援護 

知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等が行動する際に生じうる危険を

回避するために必要な援護、外出時における移動の介護等を行う。 

九 生活等に関する相談及び助言 

 

（利用者から受領する費用の額） 

第８条 指定居宅介護等を提供した際は、障害者及び障害児の保護者から当該指定居宅介護等に係る利

用者負担額の支払を受けるものとする。 

２ 法定代理受領を行わない指定居宅介護等を提供した際は、障害者及び障害児の保護者から、利用者

負担のほか、法第 29 条第３項の規定により算定された費用の額（その額が現に当該指定居宅介護等

に要した費用（法第 29条第１項の規定に規定する特定費用を除く。）の額を超えるときは、当該指定

居宅介護等に要した費用の額）の支払いを受けるものとする。 

３ 次条に定める通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、公共交通機関等を利用し

た場合は、その実費を利用者から徴収する。なお、事業所の自動車を使用した場合の交通費は、次の

額を徴収する。 

一 通常の事業の実施区域を越えた地点から片道○○キロメートル未満  ○○円 

二 通常の事業の実施区域を越えた地点から片道○○キロメートル以上  ○○円 

４ 前項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、障害者及び障害児の保護者に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、障害者及び障害児の保護者の同意を得るもの

とする。 

５ 第１項から第３項までの費用の支払いを受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用を支払っ

た障害者及び障害児の保護者に対し交付するものとする。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、○○市、△△町全域とする。 

 

（緊急時における対応方法） 

第 10 条 現に指定居宅介護等の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要

な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理者に報告する。主

治医への連絡等が困難な場合には、医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（虐待の防止のための措置） 

第 11条 事業所は、利用者の人格を尊重する視点に立ったサービスに努め、また虐待の防止に必要な措

置を講じるとともに、虐待を受けているおそれがある場合はただちに防止策を講じ市町村へ報告する。 

 

（利益供与等の禁止） 

第 12条 相談支援事業を行う者若しくは他の障害福祉サービス事業者等又はその従業者に対し、利用者

に対して当該事業所を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与しないものとす

る。 

２ 相談支援事業を行う者若しくは他の障害福祉サービス事業者等又はその従業者から、利用者を紹介

することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受しないものとする。 

 

（苦情解決） 

第 13 条 提供した指定居宅介護等に関する利用者等又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置するものとする。 
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２ 苦情を受けた場合には、当該苦情の内容を記録するものとする。 

３ 提供した指定居宅介護等に関し、県又は市町（以下「県等」という。）が行う文書その他の物件の提

出若しくは提示の求め又は当該県等の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者等又はその家

族からの苦情に関して県等が行う調査に協力するとともに、県等から指導又は助言を受けた場合は、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

４ 県等から求めがあった場合には、前項までの改善の内容を県等に報告するものとする。 

５ 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 83条に規定する運営適正化委員会が同法第 85条の規定に

より行う調査又はあっせんにできる限り協力するものとする。 

 

（研修） 

第 14条 従業者の資質の向上のために、その研修の機会を次のとおり設けるものとする。 

一 採用時研修 採用後○ヶ月以内 

二 継続研修 年○回 

 

（秘密の保持） 

第 15条 職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者等又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

２ 職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者等又はその家族の秘密を漏らす

ことがないよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（記録の整備） 

第 16条 職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備するものとする。 

２ 利用者に対する指定居宅介護等の提供に関する諸記録を整備し、当該指定居宅介護等を提供した日

から５年間保存するものとする。 

 

（補則） 

第 17条 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は▲▲▲法人と当該事業所の管理者が協

議の上定めるものとする。 

 

   附 則 

 この規程は、平成  年 月 日から施行する。 

６０



※実績報告書を香川県へ提出する際、一枚目に綴ってください。

〒 －

２　提出書類

※１、２、３、６はすべての事業所において提出が必要です

1 共通様式

2 別紙様式５

3 別紙様式５添付書類１

4 別紙様式５添付書類２

5 別紙様式５添付書類３

6 別紙様式７

【参考】

①

／

②

／／ 有・無 ／

受付日 補正 確認 完了日

法人所在地 （郵便番号）

様式名称 確認

法人所在地(住所）
都・道
府・県

書類作成担当者名（※）

電話（市外局番から）（※）

県
使
用
欄

別紙様式５の④又は⑥賃金改善所要額（法定福利費等を含む）の積算根拠

となる資料

  ＊別紙様式7によらない場合は上記内容を示す資料（任意様式）を提出。
　＊必ず、端数処理により、縦計、横計が正しく積算されているか確認
　　してください。

　必須

ファクシミリ番号（※）

本票 　必須

介護職員処遇改善実績報告書
（法人の場合は、法人代表者印（登記されている印）を押印）

　必須

介護職員処遇改善実績報告書（香川県内事業所等一覧表） 　必須

介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）
及び積算根拠資料（任意の様式で可）
　＊複数の都道府県に同一計画書対象の事業所がある場合に作成

介護職員処遇改善実績報告書（市町一覧表）
及び積算根拠資料（任意の様式で可）
　＊指定権者ごと（香川県、○○市、△△町など）の明細になります。
　　県内の事業所が一箇所の場合、または、複数であっても単一の
　　指定権者である場合は、提出不要

１　法人基本情報
　　※ご提出いただいた申請書類に記載されている内容について、香川県から問い合わせをする際の連絡先を
　　　記入してください。

報告年度 平成28年度

法人名

【介護職員処遇改善加算実績報告】共通様式　
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別紙様式５

年度）

香川県知事　　殿

提出時確認項目 チェック欄

② 年 月 ～ 平成 年 月 加算届と一致しているか

③ 円
国保連合会送付の「加算総額のお知
らせ」の金額と一致しているか。

④ 円 ③の額より上回っているか。

円
別紙様式7の（ア）と（エ）の合計と一致
しているか。

円 別紙様式7の（イ）と一致しているか。

⑤ 円 加算（Ⅰ）と加算（Ⅱ）の差額であるか。

⑥ 円 ⑤の額より上回っているか。

円
別紙様式7の（ア）と（エ）の合計と一致
しているか。

円 別紙様式7の（イ）と一致しているか。

・福祉・介護職員（兼務の者も含
む）の賃金改善に充てているか。

・労働の対価である賃金・給与等と
して支給しているか。

・支払日が賃金改善実施期間内
であるか。

・法定福利費を計上している場合
は、賃金改善額に応じた事業主負
担の増加分を計上しているか。

⑧ 人
②の期間の総数になっているか。
例）3.5人/月×12ヶ月＝42人

⑩
※

円

加算による改善額ではなく、介護職員
に支給したすべての賃金・給与額を記
載。別紙様式7の（ア）と一致している
か。

⑪ 円

常勤（非常勤）福祉・介護職員１人に
１ヶ月に支給する賃金額になっている
か確認してください。（高すぎる、ある
いは低すぎる場合は、⑧又は⑩の数
値を確認してください。）

※ 計画において加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算している場合は、実績においても加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算すること。
※
※
※ ⑩については、積算の根拠となる資料を添付すること。（県内事業所については、別紙様式7が根拠資料となるため提出不要。）
※ 他の都道府県に所在する複数の事業所等を一括して提出する場合は、添付書類２及び添付書類３を添付すること。
※ ④又は⑥については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むことができるものとする。
※ 福祉・介護職員処遇改善特別加算の算定にあたっては、福祉・介護職員に加え、賃金改善を行ったその他の職種についても含めて記載すること。
※　なお、上記について虚偽の記載や、介護職員処遇改善加算の請求に関して不正を行った場合には、支払われた介護給付費の返還を求め

られることや障害福祉サービス事業者の指定が取り消される場合があるので留意すること。

上記について相違ないことを証明いたします。

平成 年 月 日

（代表者名） 印

③又は⑤については、別紙様式５（添付書類１）により内訳を添付すること。

（法人名）

① 算定した加算の区分
　　福祉・介護職員処遇改善特別加算

加算届と一致しているか

賃金改善所要額（ⅲ－ⅳ） 0

ⅲ）加算（Ⅰ）の算定により賃金改善
を行った場合の賃金の総額

ⅳ）従来の加算（Ⅰ）を取得した場合
の前年度の賃金総額

・「福祉・介護職員処遇改善加算
（介護保険サービス）」も併せて算
定している法人においては、重複
して改善額を計上していないか。

介護職員一人当たり賃金月額（⑩÷
⑧）
　＜小数点以下切捨て＞

加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する際は、③及び④の代わりに⑤及び⑥を使用する。

福祉・介護職員常勤換算数（②の期
間の総数）
　＜小数点以下第２位を四捨五入＞

福祉・介護職員に支給した賃金額（②
の期間の総額）

⑨
福祉・介護職員一人当たり賃金改善
月額
（④÷⑧または⑥÷⑧）

円

⑦

②の期間において実施した賃金改善
の概要
（改善した給与の項目及びその金額
等について具体的に記載すること）

支払日 賃金改善の具体的内容

賃金改善所要額（ⅰ－ⅱ） 0

福祉・介護職員処遇改善実績報告書（平成 28

福祉・介護職員処遇改善加算（　　Ⅰ　　　Ⅱ　　　Ⅲ　　　Ⅳ　）

賃金改善実施期間 平成

ⅰ）加算の算定により賃金改善を行っ
た場合の賃金の総額

ⅱ）加算を算定しない場合（元々の賃
金水準）の賃金総額

加算（Ⅰ）の上乗せ相当分を用いて計算する場合

平成 28 年度分福祉・介護職員処遇改善
（特別）加算総額

平成 28 年度分福祉・介護職員処遇改善
加算総額（加算（Ⅰ）と加算（Ⅱ）の比較）

年月だけでなく、支払日も分か
るように記載してください。
（例）平成28年4月20日支払～
平成29年3月20日支払分

改善した給与項目とその内容に
ついて、できるだけ具体的に記
載してください。（｢何を」｢誰に
(人数）」「いくら」など明記してく
ださい。）

法人代表者名を記入
法人代表者印（登記さ
れている印）を押印
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別紙様式５（添付書類１）

1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

11 円

12 円

13 円

14 円

15 円

16 円

17 円

18 円

19 円

20 円

円

※届け出る指定権者ごとに香川県内の事業所についてのみ記載してください。

※１ページ目の受給額総額の欄に，全事業所分の額を記載して下さい。

受給総額 (全事業所計）

福祉・介護職員処遇改善実績報告書（香川県内事業所等一覧表）　

法人名

整理
番号

事業所番号 事業所の名称 サービス名 指定権者名
福祉・介護職員処遇改善(特別)加算額

事業所計
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別紙様式５（添付書類２）　※ 該当の場合のみ作成，提出

都道府県

北 海 道 円 円 円 円

青 森 県 円 円 円 円

岩 手 県 円 円 円 円

宮 城 県 円 円 円 円

秋 田 県 円 円 円 円

山 形 県 円 円 円 円

福 島 県 円 円 円 円

茨 城 県 円 円 円 円

栃 木 県 円 円 円 円

群 馬 県 円 円 円 円

埼 玉 県 円 円 円 円

千 葉 県 円 円 円 円

東 京 都 円 円 円 円

神奈川県 円 円 円 円

新 潟 県 円 円 円 円

富 山 県 円 円 円 円

石 川 県 円 円 円 円

福 井 県 円 円 円 円

山 梨 県 円 円 円 円

長 野 県 円 円 円 円

岐 阜 県 円 円 円 円

静 岡 県 円 円 円 円

愛 知 県 円 円 円 円

三 重 県 円 円 円 円

滋 賀 県 円 円 円 円

京 都 府 円 円 円 円

大 阪 府 円 円 円 円

兵 庫 県 円 円 円 円

奈 良 県 円 円 円 円

和歌山県 円 円 円 円

鳥 取 県 円 円 円 円

島 根 県 円 円 円 円

岡 山 県 円 円 円 円

広 島 県 円 円 円 円

山 口 県 円 円 円 円

徳 島 県 円 円 円 円

香 川 県 円 円 円 円

愛 媛 県 円 円 円 円

高 知 県 円 円 円 円

福 岡 県 円 円 円 円

佐 賀 県 円 円 円 円

長 崎 県 円 円 円 円

熊 本 県 円 円 円 円

大 分 県 円 円 円 円

宮 崎 県 円 円 円 円

鹿児島県 円 円 円 円

沖 縄 県 円 円 円 円

全 国 計 円 0 円 0 円 0 円

※　本様式の作成に当たっては，積算の根拠となる書類を添付すること（任意の様式で可）。

0

福祉・介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法人名

福祉・介護職員処遇
改善（特別）加算額

賃金改善所要額
他都道府県事業所等の福祉・介護職員
の賃金改善の原資として充当する額

他都道府県の事業所等で受けた加算額
を原資として改善する額
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別紙様式５（添付書類３）　※ 該当の場合のみ作成，提出

指定権者

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

合　計 円 0 円 0 円 0 円

※届け出る指定権者ごとに香川県内市町分のみ記載してください。

0

福祉・介護職員処遇改善実績報告書（香川県内指定権者一覧表）

法人名

福祉・介護職員処遇改善
（特別）加算額

賃金改善所要額
他都道府県事業所等の福祉・介護職
員の賃金改善の原資として充当する額

他都道府県の事業所等で受けた加
算額を原資として改善する額
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同行援護、行動援護従事者の資格要件について  
１ 同行援護従業者に係る経過措置について 

＜同行援護事業所における人員基準＞ 

従業者 ○ 常勤換算 2.5 人以上 

・ 同行援護従業者養成研修一般課程修了者 

・ 居宅介護職員初任者研修修了者等及び視覚障害者外出介護従業者養成研修 

修了者であって、視覚障害を有する身体障害者又は障害児の福祉に関する事 

業（直接処遇に限る。）に１年以上従事した経験を有する者 

→ 平成 30 年３月 31 日までの間、１年以上の実務経験を要しない経過措置 

・ 障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者等であって、視覚障害を有する 

身体障害者又は障害児の福祉に関する事業（直接処遇に限る。）に１年以上 

従事した経験を有する者 

→ 平成 30 年３月 31 日までの間、１年以上の実務経験を要しない経過措置 

・ 国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等 

サービス

提供責任

者 

○ 事業規模に応じて１人以上（管理者の兼務及び常勤換算も可能） 

・ 介護福祉士、実務者研修、介護職員基礎研修、居宅介護従業者養成研修１ 

級課程、居宅介護職員初任者研修課程修了者等で３年以上介護等の業務に従 

事した者であって、同行援護従業者養成研修（一般課程及び応用課程）を修 

了した者 

→ 平成 30 年３月 31 日までの間、同行援護従業者養成研修（一般課程及び 

応用課程）修了を要しない経過措置 

・ 国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科修了者等 

管理者 ○ 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない 

場合は他の職務の兼務可） 

 

 

＜留意点＞ 

・同行援護従業者等の経過措置は、平成３０年３月３１日までであり、また、経過措置の延長

は今回限りとされています。 

・同行援護従業者養成研修は、視覚障害者等の支援に関する一般的な知識及び技術を習得する

こと等を目的としており、同行援護の適切な提供のため、本来の資格要件であるサービス提

供責任者はもとより、従業者においても、研修の積極的な受講をお願いいたします。 

・経過措置は、本来暫定的な取扱いであるため、できる限り、経過措置対象従業者等の解消に

努めていただきますようお願いいたします。 
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２ 行動援護ヘルパー及びサービス提供責任者の要件の見直しについて 
ヘルパー及びサービス提供責任者の更なる資質の向上を図るため、行動援護従業者養成研修

の受講を必須化した上で、実務経験を短縮するとともに、ヘルパーについては３０％減算の規

定を廃止する。 

 

●行動援護におけるヘルパーの要件 

〔現行〕 

ア 居宅介護従業者の要件を満たす者又は行動援護従業者養成研修修了者であって、知的障害

児者又は精神障害者の直接業務に２年以上の従事経験を有するもの 

イ 行動援護従業者養成研修修了者であって、知的障害児者又は精神障害者の直接業務に１年

以上の従事経験を有するもの（報酬の取扱いを３０％減算） 

〔見直し後〕 

行動援護従業者養成研修修了者であって、知的障害児者又は精神障害者の直接業務に１年

以上の従事経験を有するもの。（従来のイの要件，３０％減算は廃止） 

ただし、平成３０年３月３１日までの間は、居宅介護従業者の要件を満たす者であって、

知的障害児者又は精神障害者の直接業務に２年以上の従事経験を有するものの場合、当該

基準に適合するものとみなす。（従来のアの要件） 

 

●行動援護におけるサービス提供責任者の要件 

〔現行〕 

ア 居宅介護従業者の要件を満たす者又は行動援護従業者養成研修修了者であって、知的障害

児者又は精神障害者の直接業務に５年以上の従事経験を有するもの。 

イ ただし、平成２７年３月３１日までの間、行動援護従業者養成研修修了者にあっては、直

接業務に３年以上従事した経験を有することで足りるものとする。 

〔見直し後〕 

行動援護従業者養成研修修了者であって、知的障害児者又は精神障害者の直接業務に３年

以上の従事経験を有するもの。（従来のイの要件） 

ただし、平成３０年３月３１日までの間、居宅介護従業者の要件を満たす者にあっては、

直接業務に５年以上従事した経験を有することで足りるものとする。（従来のアの要件） 

 

○留意点 

今回の見直しについては，平成３０年３月３１日までの経過措置が設けられています。 

見直し後の要件として、行動援護従業者養成研修の受講が必須化されていますので、経過措

置対象ヘルパー等の解消のために、できるだけ早期に、当該研修を受講していただきますよう

お願いいたします。 
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平成２９年７月１３日 

障 害 福 祉 課 

 

行動援護従事者養成研修に係る県下の状況について 

 

 

１ 行動援護従事者（サービス提供責任者、従業者）については、平成 30年 3月 31日までに

「行動援護従事者養成研修」を修了しておくことと、一定の実務経験が必須要件となります

が、現在のところ県内には新カリキュラムで研修できる養成事業所はありません。 

このため、県外で実施されている養成研修を計画的に受講いただくなど平成 30年 4月 1日

からの事業の継続に遺漏がないよう御留意ください。 

 

２ なお、川部みどり園で実施している「強度行動障害支援者養成研修（基礎研修、実践研修）」
を修了することにより、「行動援護従事者養成研修」を修了したこととみなされますが、同園

では「強度行動障害支援者養成研修（基礎研修、実践研修）」の受講定員に空きがある場合の

み受講いただいているところです。 

昨年度までの実績では、概ね各行動援護事業所から毎年１名程度の受講が可能になってい

ますので、このこともお含み置きいただき、計画的な受講に努めてください。 

 

３ また、平成 27 年度から研修のカリキュラムに所要の修正がなされ、強度行動障害を有す

る者への生活支援に関わる事項が強化された経緯に鑑み、平成 26年度以前に「行動援護従事

者養成研修」の受講を修了している行動援護従事者については、平成 30年 4月から、一定の

実務経験の下で引き続き業務に就くことについて支障はありませんが、新カリキュラムでの

「行動援護従事者養成研修」もしくは「強度行動障害支援者養成研修（基礎研修、実践研修）」

を受講することが望ましいと考えますので申し添えます。 

 

４ 川部みどり園で実施している各種研修については、昨年度から電子メールによる案内を行
っており、郵送案内は行っておりません（ホームページ掲載は従来どおりです）。  「電子メール案内申込」については、川部みどり園ホームページ（URLは以下のとおり）に

て所要の様式をダウンロードできるようにしていますので、必要に応じて御活用ください。 

  ○川部みどり園ホームページ URL   http://www.pref.kagawa.lg.jp/content/etc/sec/sec19631.shtml 
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（別 紙）

主眼事項及び着眼点（指定居宅介護）

主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

第１ 基本方針 法第 43条

（１）指定居宅介護事業者は、利用者又は障害 平 18厚令 171

児の保護者の意思及び人格を尊重して、常 第 3条第 2項
に当該利用者又は障害児の保護者の立場に
立った指定居宅介護の提供に努めている
か。

（２）指定居宅介護事業者は、利用者の人権の 平 18厚令 171

擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置 第 3条第 3項
する等必要な体制の整備を行うとともに、
その従業者に対し、研修を実施する等の措
置を講ずるよう努めているか。

（３）指定居宅介護の事業は、利用者が居宅に 平 18厚令 171

おいて自立した日常生活又は社会生活を営 第 4条第 1項
むことができるよう、当該利用者の身体そ
の他の状況及びその置かれている環境に応
じて、入浴、排せつ及び食事等の介護、調
理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に
関する相談及び助言その他の生活全般にわ
たる援助を適切かつ効果的に行うものとな
っているか。

第２ 人員に関す 法第 43条
る基準 第 1項

１ 従業者の員数 指定居宅介護事業所ごとに置くべき従業者の 平 18厚令 171

員数は、常勤換算方法で、2.5 以上となってい 第 5条第 1項
るか。

２ サービス提供 指定居宅介護事業所ごとに、常勤の従業者で 平 18厚令 171

責任者 あって専ら指定居宅介護の職務に従事するもの 第 5条第 2項
のうち事業の規模に応じて 1 人以上の者をサー
ビス提供責任者としているか。（ただし、事業
の規模に応じて常勤換算方法によることができ
る。）

３ 管理者 指定居宅介護事業所ごとに専らその職務に従 平 18厚令 171

事する常勤の管理者を置いているか。 第 6条
（ただし、指定居宅介護事業所の管理上支障が
ない場合は、当該指定居宅介護事業所の他の
職務に従事させ、又は同一敷地内にある他の
事業所、施設等の職務に従事することは差し
支えない。）

第３ 設備に関す 法第 43条
る基準 第 2項

設備及び備品等 事業の運営を行うために必要な広さを有する 平 18厚令 171

専用の区画を設けるほか、指定居宅介護の提供 第 8条第 1項
に必要な設備及び備品等が備えられているか。

居宅介護
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

第４ 運営に関す 法第 43条
る基準 第 2項

１ 内容及び手続 （１）指定居宅介護事業者は、支給決定障害者 平 18厚令 171

の説明及び同意 等が指定居宅介護の利用の申込みを行った 第 9条第 1項
ときは、当該利用申込者に係る障害の特性
に応じた適切な配慮をしつつ、当該利用申
込者に対し、運営規程の概要、従業者の勤
務体制、その他の利用申込者のサービスの
選択に資すると認められる重要事項を記し
た文書を交付して説明を行い、当該指定居
宅介護の提供の開始について当該利用申込
者の同意を得ているか。

（２）指定居宅介護事業者は、社会福祉法第 77 平 18厚令 171

条の規定に基づき書面の交付を行う場合 第 9条第 2項
は、利用者の障害の特性に応じた適切な配
慮をしているか。

２ 契約支給量の （１）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を 平 18厚令 171

報告等 提供するときは、当該指定居宅介護の内容、 第 10条第 1項
契約支給量その他の必要な事項（受給者証
記載事項）を支給決定障害者等の受給者証
に記載しているか。

（２）契約支給量の総量は、当該支給決定障害 平 18厚令 171

者等の支給量を超えていないか。 第 10条第 2項

（３）指定居宅介護事業者は指定居宅介護の利 平 18厚令 171

用に係る契約をしたときは、受給者証記載 第 10条第 3項
事項その他の必要な事項を市町村に対し遅
滞なく報告しているか。

（４）指定居宅介護事業者は、受給者証記載事 平 18厚令 171

項に変更があった場合に、（１）から（３） 第 10条第 4項
に準じて取り扱っているか。

３ 提供拒否の禁 指定居宅介護事業者は、正当な理由がなく指 平 18厚令 171

止 定居宅介護の提供を拒んでいないか。 第 11条

４ 連絡調整に対 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用 平 18厚令 171

する協力 について市町村又は一般相談支援事業若しくは 第 12条
特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、
できる限り協力しているか。

５ サービス提供 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所 平 18厚令 171

困難時の対応 の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込 第 13条
者に対し自ら適切な指定居宅介護を提供するこ
とが困難であると認めた場合は、適当な他の指
定居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置
を速やかに講じているか。

６ 受給資格の確 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供 平 18厚令 171

認 を求められた場合は、その者の提示する受給者 第 14条
証によって、支給決定の有無、支給決定の有効
期間、支給量等を確かめているか。

居宅介護
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- 3 - 居宅介護

主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

７ 介護給付費の （１）指定居宅介護事業者は、居宅介護に係る 平 18厚令 171

支給の申請に係 支給決定を受けていない者から利用の申込 第 15条第 1項
る援助 みがあった場合は、その者の意向を踏まえ

て速やかに介護給付費の支給の申請が行わ
れるよう必要な援助を行っているか。

（２）指定居宅介護事業者は、居宅介護に係る 平 18厚令 171

支給決定に通常要すべき標準的な期間を考 第 15条第 2項
慮し、支給決定の有効期間の終了に伴う介
護給付費の支給申請について、必要な援助
を行っているか。

８ 心身の状況等 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供 平 18厚令 171

の把握 に当たっては、利用者の心身の状況、その置か 第 16条
れている環境、他の保健医療サービス又は福祉
サービスの利用状況等の把握に努めているか。

９ 指定障害福祉 （１）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を 平 18厚令 171

サービス事業者 提供するに当たっては、地域及び家庭との 第 17条第 1項
等との連携等 結びつきを重視した運営を行い、市町村、

他の指定障害福祉サービス事業者等その他
の保健医療サービス又は福祉サービスを提
供する者との密接な連携に努めているか。

（２）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の 平 18厚令 171

提供の終了に際しては、利用者又はその家 第 17条第 2項
族に対して適切な援助を行うとともに、保
健医療サービス又は福祉サービスを提供す
る者との密接な連携に努めているか。

10 身分を証する 指定居宅介護事業者は、従業者に身分を証す 平 18厚令 171

書類の携行 る書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又は 第 18条
その家族から求められたときは、これを提示す
べき旨を指導しているか。

11 サービスの提 （１）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を 平 18厚令 171

供の記録 提供した際は、当該指定居宅介護の提供日、 第 19条第 1項
内容その他必要な事項を、指定居宅介護の
提供の都度記録しているか。

（２）指定居宅介護事業者は、（１）の規定に 平 18厚令 171

よる記録に際しては、支給決定障害者等か 第 19条第 2項
ら指定居宅介護を提供したことについて確
認を受けているか。

12 指定居宅介護 （１）指定居宅介護事業者が指定居宅介護を提 平 18厚令 171

事業者が支給決 供する支給決定障害者等に対して金銭の支 第 20条第 1項
定障害者等に求 払を求めることができるのは、当該金銭の
めることのでき 使途が直接利用者の便益を向上させるもの
る金銭の支払の であって、当該支給決定障害者等に支払を
範囲等 求めることが適当であるものに限られてい

るか。
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（２）（１）の規定により金銭の支払を求める 平 18厚令 171

際は、当該金銭の使途及び額並びに支給決 第 20条第 2項
定障害者等に金銭の支払を求める理由につ
いて書面によって明らかにするとともに、
支給決定障害者等に対し説明を行い、その
同意を得ているか。
（ただし、１３の（１）から（３）までに
掲げる支払については、この限りでな
い。）

13 利用者負担額 （１）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を 平 18厚令 171

等の受領 提供した際は、支給決定障害者等から当該 第 21条第 1項
指定居宅介護に係る利用者負担額の支払を
受けているか。

（２）指定居宅介護事業者は、法定代理受領を 平 18厚令 171

行わない指定居宅介護を提供した際は、支 第 21条第 2項
給決定障害者等から当該指定居宅介護に係
る指定障害福祉サービス等費用基準額の支
払を受けているか。

（３）指定居宅介護事業者は、（１）及び（２) 平 18厚令 171

の支払を受ける額のほか、支給決定障害者 第 21条第 3項
等の選定により通常の事業の実施地域以外
の地域において指定居宅介護を提供する場
合に、支給決定障害者等から受けることの
できる、それに要した交通費の額の支払い
を受けているか。

（４）指定居宅介護事業者は、（１）から（３） 平 18厚令 171

までに掲げる費用の額の支払を受けた場合 第 21条第 4項
は、当該費用に係る領収証を当該費用の額
を支払った支給決定障害者等に対し交付し
ているか。

（５）指定居宅介護事業者は、（３）の費用に 平 18厚令 171

係るサービスの提供に当たっては、あらか 第 21条第 5項
じめ、支給決定障害者等に対し、当該サー
ビスの内容および費用について説明を行
い、支給決定障害者等の同意を得ているか。

14 利用者負担額 指定居宅介護事業者は、支給決定障害者等の 平 18厚令 171

に係る管理 依頼を受けて、当該支給決定障害者等が同一の 第 22条
月に当該指定居宅介護事業者が提供する指定居
宅介護及び他の指定障害福祉サービス等を受け
たときは、当該指定居宅介護及び他の指定障害
福祉サービス等に係る指定障害福祉サービス等
費用基準額から当該指定居宅介護及び他の指定
障害福祉サービス等につき法第 29条第 3項（法
第 31 条の規定により読み替えて適用される場
合を含む。）の規定により算定された介護給付
費又は訓練等給付費の額を控除した額の合計額
（利用者負担額合計額）を算定しているか。
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この場合において、当該指定居宅介護事業者
は、利用者負担額合計額を市町村に報告すると
ともに、当該支給決定障害者等及び当該他の指
定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉
サービス事業者等に通知しているか。

15 介護給付費の （１）指定居宅介護事業者は、法定代理受領に 平 18厚令 171

額に係る通知等 より市町村から指定居宅介護に係る介護給 第 23条第 1項
付費の支給を受けた場合は、支給決定障害
者等に対し、当該支給決定障害者等に係る
介護給付費の額を通知しているか。

（２）指定居宅介護事業者は、法定代理受領を 平 18厚令 171

行わない指定居宅介護に係る費用の支払を 第 23条第 2項
受けた場合は、その提供した指定居宅介護
の内容、費用の額その他必要と認められる
事項を記載したサービス提供証明書を支給
決定障害者等に対して交付しているか。

16 指定居宅介護 （１）指定居宅介護は、利用者が居宅において 平 18厚令 171

の基本取扱方針 自立した日常生活又は社会生活を営むこと 第 24条第 1項
ができるよう、当該利用者の身体その他の
状況及びその置かれている環境に応じ適切
に提供されているか。

（２）指定居宅介護事業者は、その提供する指 平 18厚令 171

定居宅介護の質の評価を行い、常にその改 第 24条第 2項
善を図っているか。

17 指定居宅介護 指定居宅介護事業所の従業者が提供する指定 平 18厚令 171

の具体的取扱方 居宅介護の方針は次に掲げるところとなってい 第 25条
針 るか。

① 指定居宅介護の提供に当たっては、居宅 平 18厚令 171

介護計画に基づき、利用者が日常生活を営 第 25条第 1号
むのに必要な援助を行っているか。

② 指定居宅介護の提供に当たっては、懇切 平 18厚令 171

丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその 第 25条第２号
家族に対し、サービスの提供方法等につい
て、理解しやすいように説明を行っている
か。

③ 指定居宅介護の提供に当たっては、介護 平 18厚令 171

技術の進歩に対応し、適切な介護技術をも 第 25条第３号
ってサービスの提供を行っているか。

④ 常に利用者の心身の状況、その置かれて 平 18厚令 171

いる環境等の的確な把握に努め、利用者又 第 25条第４号
はその家族に対し、適切な相談及び助言を
行っているか。

18 居宅介護計画 （１）サービス提供責任者は、利用者又は障害 平 18厚令 171

の作成 児の保護者の日常生活全般の状況及び希望 第 26条第 1項
等を踏まえて、具体的なサービスの内容等
を記載した居宅介護計画を作成している
か。
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（２）サービス提供責任者は、居宅介護計画を 平 18厚令 171

作成した際は、利用者及びその同居の家族 第 26条第 2項
にその内容を説明するとともに、当該居宅
介護計画を交付しているか。

（３）サービス提供責任者は、居宅介護計画作 平 18厚令 171

成後においても、当該居宅介護計画の実施 第 26条第 3項
状況の把握を行い、必要に応じて当該居宅
介護計画の変更を行っているか。

（４）居宅介護計画に変更があった場合、（1） 平 18厚令 171

及び（2）に準じて取り扱っているか。 第 26条第 4項

19 同居家族に対 指定居宅介護事業者は、従業者に、その同居 平 18厚令 171

するサービス提 の家族である利用者に対する居宅介護の提供を 第 27条
供の禁止 させてはいないか。

20 緊急時等の対 従業者は、現に指定居宅介護の提供を行って 平 18厚令 171

応 いるときに利用者に病状の急変が生じた場合そ 第 28条
の他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡
を行う等の必要な措置を講じているか。

21 支給決定障害 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を受け 平 18厚令 171

者等に関する市 ている支給決定障害者等が偽りその他不正な行 第 29条
町村への通知 為によって介護給付費の支給を受け、又は受け

ようとしたときは、遅滞なく、意見を付してそ
の旨を市町村に通知しているか。

22 管理者及びサ （１）指定居宅介護事業所の管理者は、当該指 平 18厚令 171

ービス提供責任 定居宅介護事業所の従業者及び業務の管理 第 30条第 1項
者の責務 を一元的に行っているか。

（２）指定居宅介護事業所の管理者は、当該指 平 18厚令 171

定居宅介護事業所の従業者に平成 18 年厚 第 30条第 2項
生労働省令第 171 号（指定障害福祉サービ
ス基準）第２章の規定を遵守させるため必
要な指揮命令を行っているか。

（３）サービス提供責任者は、１８に規定する 平 18厚令 171

業務のほか、指定居宅介護事業所に対する 第 30条第 3項
指定居宅介護の利用の申込みに係る調整、
従業者に対する技術指導等のサービスの内
容の管理等を行っているか。

23 運営規程 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所 平 18厚令 171

ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要 第 31条
事項に関する運営規程を定めてあるか。
① 事業の目的及び運営の方針
② 従業者の職種、員数及び職務の内容
③ 営業日及び営業時間
④ 指定居宅介護の内容並びに支給決定障害
者等から受領する費用の種類及びその額

⑤ 通常の事業の実施地域
⑥ 緊急時等における対応方法
⑦ 事業の主たる対象とする障害の種類を定
めた場合には当該障害の種類
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⑧ 虐待の防止のための措置に関する事項
⑨ その他運営に関する重要事項

24 介護等の総合 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供 平 18厚令 171

的な提供 に当たっては、入浴、排せつ、食事等の介護又 第 32条
は調理、洗濯、掃除等の家事を常に総合的に提
供するものとし、特定の援助に偏ることはない
か。

25 勤務体制の確 （１）指定居宅介護事業者は、利用者に対し、 平 18厚令 171

保等 適切な指定居宅介護を提供できるよう、指 第 33条第 1項
定居宅介護事業所ごとに、従業者の勤務体
制を定めているか。

（２）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事 平 18厚令 171

業所ごとに、当該指定居宅介護事業所の従 第 33条第 2項
業者によって指定居宅介護を提供している
か。

（３）指定居宅介護事業者は、従業者の資質の 平 18厚令 171

向上のために、その研修の機会を確保して 第 33条第 3項
いるか。

26 衛生管理等 （１）指定居宅介護事業者は、従業者の清潔の 平 18厚令 171

保持及び健康状態について、必要な管理を 第 34条第 1項
行っているか。

（２）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事 平 18厚令 171

業所の設備及び備品等について、衛生的な 第 34条第 2項
管理に努めているか。

27 掲示 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所 平 18厚令 171

の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の 第 35条
勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選
択に資すると認められる重要事項を掲示してい
るか。

28 秘密保持等 （１）指定居宅介護事業所の従業者及び管理者 平 18厚令 171

は、正当な理由がなく、その業務上知り得 第 36条第 1項
た利用者又はその家族の秘密を漏らしてい
ないか。

（２）指定居宅介護事業者は、従業者及び管理 平 18厚令 171

者であった者が、正当な理由がなく、その 第 36条第 2項
業務上知り得た利用者又はその家族の秘密
を漏らすことがないよう、必要な措置を講
じているか。

（３）指定居宅介護事業者は、他の指定居宅介 平 18厚令 171

護事業者等に対して、利用者又はその家族 第 36条第 3項
に関する情報を提供する際は、あらかじめ
文書により当該利用者又はその家族の同意
を得ているか。
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29 情報の提供等 （１）指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を 平 18厚令 171

利用しようとする者が、適切かつ円滑に利 第 37条第 1項
用することができるように、当該指定居宅
介護事業者が実施する事業の内容に関する
情報の提供を行うよう努めているか。

（２）指定居宅介護事業者は、当該指定居宅介 平 18厚令 171

護事業者について広告をする場合において 第 37条第 2項
は、その内容が虚偽又は誇大なものとなっ
ていないか。

30 利益供与等の （１）指定居宅介護事業者は、一般相談支援事 平 18厚令 171

禁止 業若しくは特定相談支援事業を行う者若し 第 38条第 1項
くは他の障害福祉サービスの事業を行う者
等又はその従業者に対し、利用者又はその
家族に対して当該指定居宅介護事業者を紹
介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を供与していないか。

（２）指定居宅介護事業者は、一般相談支援事 平 18厚令 171

業若しくは特定相談支援事業を行う者若し 第 38条第 2項
くは他の障害福祉サービスの行う者等又は
その従業者から、利用者又はその家族を紹
介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を収受していないか。

31 苦情解決 （１）指定居宅介護事業者は、その提供した指 平 18厚令 171

定居宅介護に関する利用者又はその家族か 第 39条第 1項
らの苦情に迅速かつ適切に対応するため
に、苦情を受け付けるための窓口を設置す
る等の必要な措置を講じているか。

（２）指定居宅介護事業者は、（１）の苦情を 平 18厚令 171

受け付けた場合には、当該苦情の内容等を 第 39条第 2項
記録しているか。

（３）指定居宅介護事業者は、その提供した指 平 18厚令 171

定居宅介護に関し、法第 10 条第 1 項の規 第 39条第 3項
定により市町村が行う報告若しくは文書そ
の他の物件の提出若しくは提示の命令又は
当該職員からの質問若しくは指定居宅介護
事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物
件の検査に応じ、及び利用者又はその家族
からの苦情に関して市町村が行う調査に協
力するとともに、市町村から指導又は助言
を受けた場合は、当該指導又は助言に従っ
て必要な改善を行っているか。
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（４）指定居宅介護事業者は、その提供した指 平 18厚令 171

定居宅介護に関し、法第 11 条第 2 項の規 第 39条第 4項
定により都道府県知事が行う報告若しくは
指定居宅介護の提供の記録、帳簿書類その
他の物件の提出若しくは提示の命令又は当
該職員からの質問に応じ、及び利用者又は
その家族からの苦情に関して都道府県知事
が行う調査に協力するとともに、都道府県
知事から指導又は助言を受けた場合は、当
該指導又は助言に従って必要な改善を行っ
ているか。

（５）指定居宅介護事業者は、その提供した指 平 18厚令 171

定居宅介護に関し、法第 48 条第 1 項の規 第 39条第 5項
定により都道府県知事又は市町村長が行う
報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出
若しくは提示の命令又は当該職員からの質
問若しくは指定居宅介護事業所の設備若し
くは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、
及び利用者又はその家族からの苦情に関し
て都道府県知事又は市町村長が行う調査に
協力するとともに、都道府県知事又は市町
村長から指導又は助言を受けた場合は、当
該指導又は助言に従って必要な改善を行っ
ているか。

（６）指定居宅介護事業者は、都道府県知事、 平 18厚令 171

市町村又は市町村長から求めがあった場合 第 39条第 6項
には、（３）から（５）までの改善の内容
を都道府県知事、市町村又は市町村長に報
告しているか。

（７）指定居宅介護事業者は、社会福祉法第 83 平 18厚令 171

条に規定する運営適正化委員会が同法第 第 39条第 7項
85 条の規定により行う調査又はあっせん
にできる限り協力しているか。

32 事故発生時の （１）指定居宅介護事業者は、利用者に対する 平 18厚令 171

対応 指定居宅介護の提供により事故が発生した 第 40条第 1項
場合は、都道府県、市町村、当該利用者の
家族等に連絡を行うとともに、必要な措置
を講じているか。

（２）指定居宅介護事業者は、事故の状況及び 平 18厚令 171

事故に際して採った処置について、記録し 第 40条第 2項
ているか。

（３）指定居宅介護事業者は、利用者に対する 平 18厚令 171

指定居宅介護の提供により賠償すべき事故 第 40条第 3項
が発生した場合は、損害賠償を速やかに行
っているか。

33 会計の区分 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所 平 18厚令 171

ごとに経理を区分するとともに、指定居宅介護 第 41条
の事業の会計をその他の事業の会計と区分して
いるか。

８０
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

34 記録の整備 （１）指定居宅介護事業者は、従業者、設備、 平 18厚令 171

備品及び会計に関する諸記録を整備してあ 第 42条第 1項
るか。

（２）指定居宅介護事業者は、利用者に対する 平 18厚令 171

指定居宅介護の提供に関する諸記録を整備 第 42条第 2項
し、当該指定居宅介護を提供した日から５
年間保存しているか。

第５ 基準該当障 法第 30条
害福祉サービ 第 1項第 2号ｲ
スに関する基
準

１ 従業者の員数 （１）基準該当居宅介護事業所ごとに置くべき 平 18厚令 171

従業者の員数は、3 人以上となっているか。 第 44条第 1項

（２）離島その他の地域であって平成 18 年厚 平 18厚令 171

生労働省告示第 540 号に規定する「厚生労 第 44条第 2項
働大臣が定める離島その他の地域」におい 平 18厚告 540

て基準該当居宅介護を提供する基準該当居
宅介護事業者にあっては、（１）にかかわ
らず、基準該当居宅介護事業所ごとに置く
べき従業者の員数は、1 人以上となってい
るか。

（３）基準該当居宅介護事業所ごとに、従業者 平 18厚令 171

のうち 1 人以上の者をサービス提供責任者 第 44条第 3項
としているか。

２ 管理者 基準該当居宅介護事業所ごとに専らその職務 平 18厚令 171

に従事する管理者を置いているか。 第 45条
（ただし、基準該当居宅介護事業所の管理上支
障がない場合は、当該基準該当居宅介護事業
所の他の職務に従事させ、又は同一敷地内に
ある他の事業所、施設等の職務に従事するこ
とは差し支えない。）

３ 設備及び備品 事業の運営を行うために必要な広さの区画を 平 18厚令 171

等 設けるほか、基準該当居宅介護の提供に必要な 第 46条
設備及び備品等が備えられているか。

４ 同居家族に対 （１）従業者に、その同居の家族である利用者 平 18厚令 171

するサービス提 に対する居宅介護の提供をさせていない 第 47条第 1項
供の制限 か。

ただし、同居の家族である利用者に対す
る居宅介護が次のいずれにも該当する場合
には、この限りでない。
① 当該居宅介護に係る利用者が、離島、
山間のへき地その他の地域であって、指
定居宅介護のみによっては必要な居宅介
護の見込量を確保することが困難である
と市町村が認めるものに住所を有する場
合

８１
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

② 当該居宅介護がサービス提供責任者の
行う具体的な指示に基づいて提供される
場合

③ 当該居宅介護を提供する従業者の当該
居宅介護に従事する時間の合計が、当該
従業者が居宅介護に従事する時間の合計
のおおむね 2 分の 1を超えない場合

（２）（１）のただし書により、従業者にその 平 18厚令 171

同居の家族である利用者に対する基準該当 第 47条第 2項
居宅介護の提供をさせる場合において、当
該利用者の意向や当該利用者に係る居宅介
護計画の実施状況等からみて、当該基準該
当居宅介護が適切に提供されていないと認
めるときは、当該従業者に対し適切な指導
を行う等の必要な措置を講じているか。

５ 運営に関する （第１の（３）及び第４（１３の（１）、１４、 平 18厚令 171

基準 １５の（１）、１９及び２４を除く。）を準 第 48 条第 1 項
用） 準用（第 4 条

第 1 項及び第
9 条から第 43

条まで（第 21

条第 1 項、第
22 条 、 第 23

条第 1 項、第
27 条 、 第 32

条及び第 43 条
を除く。））

第６ 変更の届出 （１）指定居宅介護事業者は、当該指定に係る 法第 46条第 1

等 サービス事業所の名称及び所在地その他障 項
害者総合支援法施行規則第 34 条の 23 にい 施行規則第 34

う事項に変更があったとき、又は休止した 条の 23

当該指定居宅介護の事業を再開したとき
は、 10 日以内に、その旨を都道府県知事
に届け出ているか。

（２）指定居宅介護事業者は、当該指定居宅介 法第 46条第 2

護の事業を廃止し、又は休止しようとする 項
ときは、その廃止又は休止の日の一月前ま 施行規則第 34

でに、その旨を都道府県知事に届け出てい 条の 23

るか。

第７ 介護給付費 法第 29条
又は訓練等給 第 3項
付費の算定及
び取扱い

１ 基本事項 （１）指定居宅介護に要する費用の額は、平成 18 平 18厚告 523

年厚生労働省告示第 523 号の別表「介護給付 の一
費等単位数表」の第 1 により算定する単位数 平 18厚告 539

に平成 18 年厚生労働省告示第 539 号「厚生
労働大臣が定める一単位の単価」に定める一
単位の単価を乗じて得た額を算定している
か。

８２
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

（ただし、その額が現に当該指定居宅介護 法第 29条
に要した費用の額を超えるときは、当該 第 3項
現に指定居宅介護に要した費用の額とな
っているか。）

２ 居宅介護サー （２）（１）の規定により、指定居宅介護に要 平 18厚告 523

ビス費 する費用の額を算定した場合において、そ の二
の額に 1 円未満の端数があるときは、その
端数金額は切り捨てて算定しているか。

（１）居宅における身体介護が中心である場合、 平 18厚告 523

通院等介助（身体介護を伴わない場合）が 別表第 1の 1

中心である場合及び通院等のための乗車又 の注 1

は降車の介助が中心である場合について
は、区分 1以上に該当する利用者に対して、
第 2 の 1 に規定する指定居宅介護事業所の
従業者が第 1 の（3）に規定する指定居宅
介護を行った場合に、所定単位数を算定し
ているか。

（２）通院等介助（身体介護を伴う場合）が中 平 18厚告 523

心である場合については、次の①及び②の 別表第 1の１
いずれにも該当する支援の度合（障害児に の注 2

あっては、これに相当する支援の度合）に 平 26厚令 5

ある利用者に対して、通院等介助（身体介 別表第一
護を伴う場合）が中心である指定居宅介護
又は基準該当居宅介護を行った場合に、所
定単位数を算定しているか。
① 区分 2以上に該当していること。
② 平成 26 年厚生労働省令第 5 号「障害
支援区分に係る市町村審査会による審査
及び判定の基準等に関する省令」別表第
一における次のイからホまでに掲げる項
目のいずれかについて、それぞれイから
ホまでに掲げる状態のいずれか一つに認
定されていること。
イ 歩行「全面的な支援が必要」
ロ 移乗「見守り等の支援が必要」、「部
分的な支援が必要」又は「全面的な支
援が必要」

ハ 移動「見守り等の支援が必要」、「部
分的な支援が必要」又は「全面的な支
援が必要」

ニ 排尿「部分的な支援が必要」又は「全
面的な支援が必要」

ホ 排便「部分的な支援が必要」又は「全
面的な支援が必要」

８３
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

（３）家事援助が中心である場合については、 平 18厚告 523

区分 1 以上に該当する利用者のうち、単身 別表第 1の１
の世帯に属する利用者又は家族若しくは親 の注 3

族（家族等）と同居している利用者であっ
て、当該家族等の障害、疾病等の理由によ
り、当該利用者又は当該家族等が家事を行
うことが困難であるものに対して、家事援
助（調理、洗濯、掃除等の家事の援助であ
って、これを受けなければ日常生活を営む
のに支障が生ずる利用者に対して行われる
ものをいう。）が中心である指定居宅介護
を行った場合に、所定単位数を算定してい
るか。

（４）居宅介護従業者が、指定居宅介護等を行 平 18厚告 523

った場合に、現に要した時間ではなく、居 別表第 1の１
宅介護計画に位置付けられた内容の指定居 の注 4

宅介護等を行うのに要する標準的な時間で
所定単位数を算定しているか。

（５）居宅における身体介護が中心である場合 平 18厚告 523

については、平成 18 年厚生労働省告示第 別表第 1の１
548 号「厚生労働大臣が定める者」の一に の注 5

定める者が、居宅における身体介護（入浴、 平 18厚告 548

排せつ、食事等の介護をいう。）が中心で の一
ある指定居宅介護等を行った場合に、所定
単位数を算定しているか。
ただし、次の①又は②に掲げる場合にあ

っては、所定単位数に代えて、それぞれ①
又は②に掲げる単位数を算定しているか。
① 平成 18年厚生労働省告示第 548号「厚 平 18厚告 548

生労働大臣が定める者」の二に定める者 の二
が居宅における身体介護が中心である指
定居宅介護等を行った場合
所定単位数の 100 分の 70 に相当する

単位数
② 平成 18年厚生労働省告示第 548号「厚 平 18厚告 548

生労働大臣が定める者」の四に定める者 の四
が居宅における身体介護が中心である指
定居宅介護等を行った場合 次のイ又は
ロに掲げる所要時間に応じ、それぞれイ
又はロに掲げる単位数
イ 所要時間 3時間未満の場合 平 18厚告 523

平成 18 年厚生労働省告示第 523 号 別表第 2の 1

の別表「介護給付費等単位数表」第 2

の 1に規定する所定単位数
ロ 所要時間 3時間以上の場合

627 単位に所要時間 3 時間から計算
して所要時間 30 分を増すごとに 83 単
位を加算した単位数
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主眼事項 着 眼 点 根 拠 法 令

（６）通院等介助（身体介護を伴う場合）が中 平 18厚告 523

心である場合については、平成 18 年厚生 別表第 1の１
労働省告示第 548 号「厚生労働大臣が定め の注 6

る者」の一に定める者が、通院等介助（身 平 18厚告 548

体介護を伴う場合）が中心である指定居宅 の一
介護等を行った場合に、所定単位数を算定
しているか。
ただし、次の①又は②に掲げる場合にあ

っては、所定単位数に代えて、それぞれ①
又は②に掲げる単位数を算定しているか。
① 平成 18年厚生労働省告示第 548号「厚 平 18厚告 548

生労働大臣が定める者」の三に定める者 の三
が通院等介助（身体介護を伴う場合）が
中心である指定居宅介護等を行った場合
所定単位数の 100 分の 70 に相当する単
位数

② 平成 18年厚生労働省告示第 548号「厚 平 18厚告 548

生労働大臣が定める者」の四に定める者 の四
が通院等介助（身体介護を伴う場合）が
中心である指定居宅介護等を行った場合
次のイ又はロに掲げる所要時間に応

じ、それぞれイ又はロに掲げる単位数
イ 所要時間 3時間未満の場合 平 18厚告 523

平成 18 年厚生労働省告示第 523 号の 別表第 2の 1

別表「介護給付費等単位数表」の第 2 の
１に規定する所定単位数

ロ 所要時間 3時間以上の場合
627 単位に所要時間 3 時間から計算し

て所要時間 30 分を増すごとに 83 単位を
加算した単位数

（７）家事援助が中心である場合については、 平 18厚告 523

平成 18 年厚生労働省告示第 548 号「厚生 別表第 1の１
労働大臣が定める者」の一に定める者が、 の注 7

家事援助が中心である指定居宅介護等を行 平 18厚告 548

った場合に、所定単位数を算定しているか。 の一及び五
ただし、平成 18年厚生労働省告示第 548

号「厚生労働大臣が定める者」の五に定め
る者が家事援助が中心である指定居宅介護
等を行った場合にあっては、所定単位数に
代えて、所定単位数の 100 分の 90 に相当
する単位数を算定しているか。

（８）通院等介助（身体介護を伴わない場合） 平 18厚告 523

が中心である場合については、平成 18 年 別表第 1の１
厚生労働省告示第 548 号「厚生労働大臣が の注 8

定める者」の一に定める者が、通院等介助 平 18厚告 548

（身体介護を伴わない場合）が中心である の一及び六
指定居宅介護等行った場合に、所定単位数
を算定しているか。
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ただし、平成 18年厚生労働省告示第 548

号「厚生労働大臣が定める者」の六に定め
る者が、通院等介助（身体介護を伴わない
場合）が中心である指定居宅介護等を行っ
た場合にあっては、所定単位数に代えて、
所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位
数を算定しているか。

（９）通院等のための乗車又は降車の介助が中 平 18厚告 523

心である場合については、平成 18 年厚生 別表第 1の１
労働省告示第 548 号「厚生労働大臣が定め の注 9

る者」の一に定める者が、通院等のため、 平 18厚告 548

自らの運転する車両への乗車又は降車の介 の一及び六
助を行うとともに、併せて、乗車前若しく
は降車後の屋内外における移動等の介助又
は通院先での受診等の手続、移動等の介助
を行った場合に、1 回につき所定単位数を
算定しているか。
ただし、平成 18年厚生労働省告示第 548

号「厚生労働大臣が定める者」の六に定め
る者が、通院等のための乗車又は降車の介
助が中心である指定居宅介護等を行った場
合にあっては、所定単位数に代えて、所定
単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を
算定しているか。

（10）平成 18 年厚生労働省告示第 546 号「厚 平 18厚告 523

生労働大臣が定める要件」に定める要件を 別表第 1の１
満たす場合であって、同時に 2 人の居宅介 の注 10

護従業者が 1 人の利用者に対して指定居宅 平 18厚告 546

介護等を行った場合に、それぞれの居宅介
護従業者が行う指定居宅介護等につき所定
単位数を算定しているか。

（11）夜間（午後 6 時から午後 10 時まで）又 平 18厚告 523

は早朝（午前 6 時から午前 8 時まで）に指 別表第 1の１
定居宅介護を行った場合にあっては、1 回 の注 11

につき所定単位数の 100 分の 25 に相当す
る単位数を所定単位数に加算し、深夜（午
後 10 時から午前 6 時まで）に指定居宅介
護等を行った場合にあっては、1 回につき
所定単位数の 100 分の 50 に相当する単位
数を所定単位数に加算しているか。

（12）平成 18 年厚生労働省告示第 543 号に定 平 18厚告 523

める「厚生労働大臣が定める基準」の一に 別表第 1の１
適合しているものとして都道府県知事、指 の注 12

定都市又は中核市の市長に届け出た指定居 平 18厚告 543

宅介護事業所が、指定居宅介護を行った場 の一
合にあっては、当該基準に掲げる区分に従
い 1 回につき次に掲げる単位数を所定単位
数に加算しているか。
ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合にあっては、次に掲げるそ
の他の加算は算定していないか。
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①特定事業所加算（Ⅰ） 所定単位数の 100

分の 20に相当する単位数
②特定事業所加算（Ⅱ） 所定単位数の 100

分の 10に相当する単位数
③特定事業所加算（Ⅲ） 所定単位数の 100

分の 10に相当する単位数
④特定事業所加算（Ⅳ） 所定単位数の 100

分の 5に相当する単位数

（13）平成 21 年厚生労働省告示第 176 号に規 平 18厚告 523

定する「厚生労働大臣が定める地域」に居 別表第 1の１
住している利用者に対して、指定居宅介護 の注 13

事業所又は基準該当居宅介護事業所の居宅 平 21厚告 176

介護従業者が指定居宅介護等を行った場合
にあっては、1 回につき所定単位数の 100

分の 15 に相当する単位数を所定単位数に
加算しているか。

平 18厚告 523

（14）居宅における身体介護が中心である場合 別表第 1の１
及び通院等介助（身体介護を伴う場合）が の注 14

中心である場合については、利用者又はそ
の家族等からの要請に基づき、指定居宅介
護事業所等のサービス提供責任者が居宅介
護計画の変更を行い、当該指定居宅介護事
業所等の居宅介護従業者が当該利用者の居
宅介護計画において計画的に訪問すること
となっていない指定居宅介護等を緊急に行
った場合にあっては、利用者 1人に対し、1

月につき 2回を限度として、1回につき 100

単位を加算しているか。

（15）利用者が居宅介護以外の障害福祉サービ 平 18厚告 523

スを受けている間（共同生活援助サービス 別表第 1の１
費(５)を受けている間（指定障害福祉サー の注 15

ビス基準附則第 18 条の 2 第 1 項又は第 2

項の規定の適用を受ける利用者に限る。）
を除く。）又は指定通所支援若しくは指定
入所支援を受けている間は、居宅介護サー
ビス費を、算定していないか。

３ 初回加算 指定居宅介護事業所等において、新規に居宅
介護計画を作成した利用者に対して、サービス
提供責任者が初回若しくは初回の指定居宅介護 平 18厚告 523

等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行 別表第 1の 2

った場合又は当該指定居宅介護事業所等のその の注
他の居宅介護従業者が初回若しくは初回の指定
居宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介
護等を行った際にサービス提供責任者が同行し
た場合に、1 月につき所定単位数を加算してい
るか。

４ 利用者負担上 指定居宅介護事業者が第 4 の 14 に規定する 平 18厚告 523

限額管理加算 利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１ 別表第 1の 3

月につき所定単位数を加算しているか。 の注

８７
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５ 喀痰吸引等支 指定居宅介護事業所等において、喀痰吸引等 平 18 厚告 523

援体制加算 （社会福祉士及び介護福祉士法第 2 条第 2 項に 別表第 1 の 4

規定する喀痰吸引等をいう。）が必要な者に対 の注
して、登録特定行為事業者（同法附則第 20 条
第 2 項において準用する同法第 19 条に規定す
る登録特定行為事業者をいう。）の認定特定行
為業務従事者（同法附則第 3 条第 1 項に規定す
る認定特定行為業務従業者をいう。）が、喀痰
吸引等を行った場合に、1 日につき所定単位を
加算しているか。ただし、2 の(12)の①の特定
事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定し
ていないか。

６ 福祉専門職員 利用者に対して、指定居宅介護事業所等のサ 平 18 厚告 523

等連携加算 ービス提供責任者が、サービス事業所、指定障 別表第 1 の 4

害者支援施設等、医療機関等の社会福祉士等に の 2の注
同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身
の状況等の評価を当該社会福祉士等と共同して
行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であ
って、当該社会福祉士等と連携し、当該居宅介
護計画に基づく指定居宅介護等を行ったとき
は、初回の指定居宅介護等が行われた日から起
算して 90 日の間、3 回を限度として、1 回につ
き所定単位数を加算しているか。

７ 福祉・介護職 平成 18 年厚生労働省告示第 543 号に規定す 平 18 厚告 523

員処遇改善加算 る「厚生労働大臣が定める基準」の二に適合し 別表第 1 の 5

ている福祉・介護職員の賃金の改善等を実施し の注
ているものとして都道府県知事又は市町村長に
届け出た指定居宅介護事業所等が、利用者に対 平 18 厚告 543

し、指定居宅介護等を行った場合に、当該基準 の二
に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定
単位数に加算しているか。
ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合にあっては、次に掲げるその他の加
算は算定していないか。
① 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ) １か
ら６までにより算定した単位数の 1000 分
の 221に相当する単位数

② 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅱ) １か
ら６までにより算定した単位数の単位数の
1000分の 123に相当する単位数

③ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅲ) ②に
より算定した単位数の 100 分の 90 に相当
する単位数

④ 福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ) ②に
より算定した単位数の 100 分の 80 に相当
する単位数

８８
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８ 福祉・介護職 平成 18 年厚生労働省告示第 543 号に規定す 18 厚告 523 別
員処遇改善特別 る「厚生労働大臣が定める基準」の三に適合し 表第 1 の 6 の
加算 ている福祉・介護職員を中心とした従業者の賃 注

金の改善等を実施しているものとして都道府県
知事又は市町村長に届け出た指定居宅介護事業 平 18 厚告 543

所等が、利用者に対し、指定居宅介護等を行っ の三
た場合に、１から６までにより算定した単位数
の 1000 分の 41 に相当する単位数を所定単位数
に加算しているか。
ただし、７の福祉・介護職員処遇改善加算を

算定している場合にあっては、算定していない
か。

８９
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